
（案）  

雇児総第  

平成20年 月   日  

指 定  

府 県  

都 市  

児童相談所設置市  

児童福祉主管部（局）長 殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長  

児童虐待を行った保護者に対する指導・支援の充実について   

児童虐待対策の推進については、日頃より格段のご配意をいただいているところである  

が、平成19年6月に公布された「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部  

を改正する法律」により、児童虐待を行った保護者が都道府県知事による指導に係る勧告  

に従わない場合に都道府県知事が講じるべき措置の明確化や、施設入所等の措置を解除す  

る際に保護者指導の効果等を勘案しなければならないとされたこと等を踏まえ、児童虐待  

を行った保護者に対する指導及び支援の充実に資するよう、今般、別添のとおり「児童虐  

待を行った保護者に対する援助ガイドライン」を取りまとめたところである。   

このため、その内容をご了知いただくとともに、管下の児童相談所及び児童福祉施設並  

びに里親、管内の市区町村に周知を図り、本ガイドラインを基本として保護者に対する指  

導・支援が行われるよう配意願いたい。   

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項に規定  

する技術的助言として発出するものである。  
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（別添）  

光量虐籍を待った保i書に対する権助ガイドライン  

第1 日的  

児童虐待への対応は、「児童虐待の防止等に関する法律」（平成12年法律第82号）  

（以下「児童虐待防止法」という。）に基づき、発生予防、早期発見・早期対応、子  

どもの保護や支援、そして保護者の支援が行われており、関係者の努力によりその進  

展が図られてきたところである。  

しかしながら、保護者の支援は立ち遅れていることから逐次制度改正が行われてき  

ており、平成16年の改正では、同法第4条において、児童虐待を行った保護者に対  

する親子の再統合の促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な家庭的環境  

で生活するために必要な配慮をした適切な指導及び支援を行うため、国及び地方公共  

団体は、必要な体制の整備に努めなければならないこととされ、さらに、平成19年  

の改正では、同法第11条において、児童虐待を行った保護者が都道府県知事による  

指導に係る勧告に従わない場合の都道府県知事の講ずべき措置を定める規定が、また、  

同法第13条において、児童福祉法第27条第1項3号に基づく児童福祉施設又は里   

親（以下「児童福祉施設等」という。）に対する入所又は委託に係る措置（以下「児   

童福祉施設入所措置等」という。）を解除する際に、保護者指導の効果等を勘案すべ  

きとする規定が新たに設けられた。  

他方、実態としても保護者への指導・支援は、児童相談所の規模、職員体制、専門   

職種の陣容、児童福祉関係機関の社会資源の違い等、各自治体ごとに異なった対応が   

行われており、一定の成果を挙げている自治体がある一方で、取組が緒に就いたばか  

りの自治体があるのも事実である。  

これらのことから、児童虐待を行った保護者に対する指導・支援を一層推進するた   

めに、児童相談所における保護者への指導・支援に関して最低限実施すべき事項を明   

確にするとともに、その指導効果等を踏まえた措置解除の在り方について基本的なル   

ールを定めたものである。  

第2 基本事項  

1 ガイドラインの位tづけ   

このガイドラインにおいては、児童相談所が、児童虐待相談として受理した相談（通  

告・送致を含む。）につき、援助方針会議において決定した援助内容に沿って、保護  

者の問題に対して直接的又は間接的に働きかけを行い、家族機能の回復を図ることを  
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目的として行われる「保護者への指導・支援」に関して基本的ルールを定めるもので  

ある。なお、当ガイドラインの適用にあたっては、明らかに児童虐待相談と認められ  

る事例の他、保護者の経済的事情等により児童福祉施設へ入所措置している事例にお  

いても、養育放棄と判断される事例も少なからずあることから、運用に当たっては広  

く適用するよう努められたい。   

基本的ルールは、実際の業務の流れに沿うことを基本として、次の考え方で整理を  

行うものである。   

実際、児童相談所では、児童虐待に関する相談を受けた場合、①相談の受付、②受  

理会議、③調査・診断・判定、④判定会議、⑤援助方針会議、⑥援助指針の作成、⑦  

援助の実行、のプロセスで対応し、子どもの一時保護に関しては、必要と認められれ  

ば緊急度に応じていずれの場面かによらず実施される。   

保護者への指導・支援は、援助方針会議において子ども及び保護者に関するアセス  

メントを踏まえて決定することとなるが、当然のことながら、子どもの措置と表裏一  

体で検討される。子どもの措置の決定においては、児童虐待の程度や保護者の状態、  

地域の支援体制等を総合的に勘案して在宅又は児童福祉施設入所措置等の選択がなさ  

れる。さらに、児童福祉施設入所措置等に関しては、保護者の同意があるかどうかに  

よって児童福祉法第28条第1項1号に基づく児童福祉施設入所措置等（以下「28  

条措置」という。）が採られるかが決定される。   

このことから、子どもに対して採られる措置を基軸として、保護者への指導・支援  

のルールを整理する。  

2 基本的な考え方   

児童虐待を行った保護者に対する指導・支援は、子どもの最善の利益を保障するた   

めに実施するものである。   

子どもがその保護者から虐待を受けた場合、必要に応じて保護者から一時的に分離  

することはあるが、そうした場合であっても当該子ども及び保護者が親子であること   

には何ら変わりはなく、保護者が虐待の事実と真筆に向き合い、再び子どもとともに  

生活できるようになる（以下「家庭復帰」という。）のであれば、それは子どもの福  

祉にとって最も望ましいことである。   

しかしながら、深刻な虐待事例の中には、保護者に対する指導・支援の効果がなく  

子どもが再び保護者と生活をともにすることが、子どもの福祉にとって必ずしも望ま   

しいとは考えられない事例もある。このような場合についてまで家庭復帰を促進する  

ことが望ましいものとは考えられず、むしろ保護者と一定の距離を置いて生活するこ   

とが子どもの福祉に資するものである。  
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家庭復帰を目指す事例に限らず、家庭に戻れなかった事例も含めて、必要なものは、  

子どもを健全に育むための「良好な家庭的環境」であり、この考え方を基本にした、  

子ども及び保護者に対する指導・支援を行うことが必要である。  

3 用事の使い方   

当ガイドラインにおいては、児童虐待防止法で保護者の「指導」・「支援」と規定さ   

れた文言に関しては、「保護者指導」、「保護者支援」の二つの用語に分けて使用し、   

これらを総称して保護者援助と言う用語を使用する。   

なお、用語の意味は次のとおりである。   

「保護者指導」とは、児童福祉法第26条第1項2号に基づく児童福祉司指導、児  

童委員指導、児童家庭支援センター指導若しくは障害児相談支援事業を行う者の指導  

（以下「26条指導措置」という。）又は同法27条第1項2号に基づく児童福祉司  

指導、児童委員指導、児童家庭支援センダー指導、知的障害者福祉司指導、社会福祉  

主事指導若しくは障害児相談支援事業を行う者の指導（以下「児童福祉司指導措置等」   

とする。）であり、児童相談所長又は都道府県知事による行政処分として行われるも   

のをいう。なお、児童福祉司指導の一環として行われる児童福祉施設等関係機関によ   

る指導は、この概念に含まれる。   

「保護者支援」は、保護者の主体性を尊重した取組であり、保護者のニーズに応じ  

て行う児童福祉法第11条第1項2号こに基づく指導（以下「11条指導」という。）、  

児童福祉施設最低基準（以下「最低基準」とする。）に規定された乳児院（最低基準  

第24条の2）、児童養護施設（最低基準第45条の2）、情緒障害児短期治療施設（最  

低基準第76条の2）、児童自立支援施設（最低基準第84条の2）に入所する子ど   

もやその家庭の状況等を勘案して、子どもの自立を支援するために策定される計画（以  

下「自立支援計画」という。）に沿って実践される各施設の取組、並びに、その他関  

係機関における取組とする。  

第3 保護者援助に開する援助指針の策定  

1 援助指針は、児童相談所が受理した事例に関して策定するものであり、保護者への  

援助内容についても明示する。援助指針の策定においては、必要に応じて子ども及び  

保護者等の当事者の参画を求める。  

2 援助指針は、子どもの年齢、心身の状況、発達の状況等を勘案して、具体的な短期   

目標の設定と長期目標の設定に努め、再評価の時期についても子どもの成長や変化に   

応じて適時適切に行い、方針を見直す。  

イ8－   



3 援助の初期段階は、子どもに対しては新たな生活に慣れること等を目標にした取組   

を開始する一方で、保護者に対しては短期集中的に濃密な取組を行う時期であること   

から、これを念頭に置いた計画を策定するとともに、短期目標は、長くとも3か月以   

内とする。   

初期段階の経過後は、乳幼児の場合は3か月ごと、少年（学童以降）の場合は6か   

月ごとを目安として目標を設定することとし、再評価、指針の見直しについても、当   

然のことながらこの期間に併せて実施する。再評価、指針の見直しに当たっては、当   

該児童福祉施設等と十分協議の上、必要に応じて子ども及び保護者等の当事者の参画   

を求める。  

4 保護者援助の内容を決定する際には、子どもに対して採られる措置を基軸にして決   

定すること。  

（1）28条措置が採られる場合の保護者援助は、児童福祉司指導措置等を採ることを   

原則とする。ただし、保護者が重篤な精神疾患による入院や長期収監中である等、   

指導の実行が困難な場合はこの限りではない。  

（2）上記（1）以外の親権者又は未成年後見人（以下「親権者」という。）の同意に  

より児童福祉施設入所措置等が採られる場合の保護者援助は、必要に応じて児童福   

祉司指導措置等を採ることとし、十分な相談関係が維持される場合は行政処分によ  

らない児童相談所としての11条指導でも差し支えないものとする。  

児童福祉司指導措置等を採るべき例としては、児童虐待の自覚がない保護者、自  

己中心的な行動を展開する保護者、周囲の援助を拒否する保護者、入所する子ども  

に無関心な保護者等、保護者の主体性を尊重するだけでは児童の福祉が図れないた  

め、児童相談所が行動の枠組みを示す必要がある事例が考えられる。  

（3）子どもが在宅のまま保護者を援助する場合（以下「在宅指導」という。）には、   

児童相談所の児童福祉司、児童JL、理司、さらには、市町村（要保護児童対策地域協  

議会）、児童福祉施設、保健所等と連携・協力して行うこととなるので、それぞれ   

の機関の役割、到達目標を明示するとともに、市町村に対応の責任を移す時期等の   

見通しを示すこととする。特に、市町村が実施する育児支援家庭訪問事業等の対象  

となる事例であると考えられる場合には、市町村にその旨を通知する等の具体的な  

援助を行うこと。  

なお、在宅指導は、事例に応じて児童福祉司指導措置等、26条指導措置、11  

条指導のいずれかの対応を採ることとなるが、特に、市町村から送致された事例  

や児童相談所が行動の枠組みを示す必要がある事例は、児童福祉司指導措置等を  

採ることが必要である。  
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5 援助指針は、個々の事例に則して定期的に見直しを行うが、里親へ委託する子ども   

及び児童福祉施設へ入所している子どもの自立支援計画についても、相互に連携を図   

り遅滞なく自立支援計画の見直しを行う。この場合、児童福祉施設が把握する子ども   

及び保護者に関する情報、児童福祉司等が援助過程で把握した情報を相互に共有した   

上で検討することが必要である。  

6 児童福祉施設入所措置等が採られた子どもに関する援助指針は、個々の状態に則し   

て長期目標、短期目標が設定され、目標に向けて保護者援助が進められる。その援助   

過程で家庭復帰の可否が判明することとなるが、家庭復帰の可能性が低い場合には、   

状態を適切に評価して出来る限り早期に里親委託等に変更するなど、子どもの立場を   

考慮した援助指針の策定・見直しに努める。  

7 家庭復帰を行う場合には、これまでの保護者援助の経過及び子どもへの援助の経過   

を総合的に評価し、要保護児童対策地域協議会を活用するなど地域の関係機関におけ   

る援助体制を組織した上で、一定期間、児童相談所が児童福祉司指導等によりケース   

マネジメントを行う援助指針を立てることとする。  
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第4 保護者溝助の基本ルール  

子どもに対して採られた措置に基づき、保護者援助のルールを類型化する。  

1 子どもを在宅で生活させながらの保護者援助（在宅指導）  

（1） 在宅指導が採られる事例は、児童虐待の状態が深刻ではないと判断される事例  

であることから、通常は、来所面接、家庭訪問等により、保護者の主体性を尊重  

しながら児童虐待の理解、子どもとの接し方、養育方法、生活の改善等に関する  

指導等を継続して行うことが基本である。  

（2） 在宅指導は、児童相談所を中心にして、市町村（要保護児童対策地域協議会）、  

児童福祉施設、保健所等と連携・協力して行うこととなるので、援助内容に関し  

て市町村等に対して丁寧な説明を行い、それぞれの機関の特性を生かした援助を  

行う。  

（3） 児童福祉司指導措置等を採る場合には、決定通知に保護者が行うべきことを明  

示し、指導するとともに、当該措置が採られた場合には、児童虐待防止法第11  

条第2項に基づき指導を受けなければならないことを周知する。  

当該指導に従わない場合には、児童虐待防止法第11条第3項において、都道  

府県知事による勧告を行うことができることとされているので、積極的に勧告を  

行う。この勧告を行うことにより、効果的に援助を実施できることが期待される  

ほか、次の手続を採る際の前提条件となることから積極的な運用を行う。  

当該勧告に従わない場合には、同条第4項に基づき、必要があると認める場合  

は、一時保護を行い、28条措置等の必要な措置を講ずるものとされているので、  

積極的な運用を行う。  

また、同条第5項では、必要に応じて親権喪失宣告の請求を行う旨も規定され  

ており、これらの連続した対応を採ることにより、子どもの最善の利益を確保す  

るよう努める。   

・特に、これらの場合には家庭裁判所の審判を仰ぐ必要があるため、援助指針、  

保護者への援助とこれに対する保護者の態度等を具体的に記録しておくこと。  

（4） 児童虐待の悪化が予見される場合には、具体的な指導を行う一方で、状態の悪化  

への対応方針を定めておき、速やかに－一時保護等の対応を行うことができる体制を  

整備する。  
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（参考：図2）在宅における保護者援助のイメージ  

在宅における保護者援助のイメージ  

2 児童福祉施設入所槽t等を探る保護者援助  

（1） 親権者の同封こ基づく児童福祉施設入所槽t等の保護者溝助   

① 保護者援助は、子どもが児童福祉施設へ入所する準備段階から開始される。保  

護者に対しては、同意をした場合であっても保護者自身の問題行為について整理  

を促す面接に努める。   

・また、初期段階の面接において、できる限り、援助内容に対する意見を聴き取  

るとともに、将来の見通し等の説明を行うことで保護者援助を受け入れる動機付  

けが深まるので、丁寧に行うこと。可能ならば、援助指針の策定時ないしは見直  

しに際しては、保護者等の当事者の参画を得て方針を決めることも必要である。   

② 親権者の同意により児童福祉施設入所措置等が採られる場合は、保護者の側に  

保護者援助を受ける意識があることが多いため、児童福祉司指導措置等でなくと  

も効果が期待できる場合もあるが、児童福祉司指導措置等を採ることも含め、効  

果的な対応に努める。   

・親権者の同意を得る際には、子どもの援助内容、保護者の行為改善に向けた援  

助内容に関しても併せて同意を得ておく。  

「子どもの援助内容」の例としては、児童福祉施設での生活や援助内容、学校  

での指導内容についてできる限り理解、協力を得るよう努め、子どもの状況によ  

－82一   



っては通学先の変更や学校行事等に保護者が参加するよう努めることが考えられ   

る。また、「保護者の行動改善に向けた援助内容」の例としては、児童相談所や   

児童福祉施設での保護者援助プログラムへの参加のための定期的通所や施設での   

子どもとの定期的面会、保護者への通院指導による通院等が考えられる。  

これらの援助内容についての説明を行い同意を得ることは、保護者が保護者援   

助を受け入れる動機付けにもなるので、必要な対応である。  

③ 児童福祉司指導措置等を採るべき事例としては、形式的に施設入所に同意はし   

ているものの、児童虐待の自覚が乏しい保護者、自己中心的な行動を展開する   

保護者、入所する子どもに無関心な保護者等に対して、児童相談所が行動の枠   

組みを積極的に示す必要がある事例等が考えられる。また、児童福祉司指導措   

置等を採るタイミングは援助の開始時点にとどまらないものであり、援助の経   

過の中で、援助指針を見直す際に保護者の評価を行い、必要に応じて適時適切   

に当該措置を採る 。なお、児童福祉司指導措置等を採った場合の対応手順は、   

次の⑤で詳述する。  

（彰 保護者援助の実行は、援助指針の短期目標、長期目標に沿って行う。  

・ 初期段階においては、短期集中的に保護者の問題解決に向けたカウンセリング   

及び指導を行い、保護者の問題点を保護者自身が整理できるよう支援する。  

保護者側の問題点の克服等を促すため、医療の受診や生活の安定化等に向けた   

生活面での遵守事項を提示しつつ養育方法の学習機会設定等行う。また、関係機   

関が実施する親子の再統合に向けたプログラム等の併用を行うことも必要であ   

る。  

・ 経過が良好に推移すれば、児童福祉施設において子どもと保護者の面会等が行   

われることとなり、保護者と施設長、施設の担当者、ファミリーソーシャルワー   

カー等が主として対応することとなるので、これらの者を介して保護者の支援を   

行う。  

なお、この場合、児童相談所として施設に対して具体的な援助内容を示すこと   

が必要である。  

面会等において親子の関係が良好であれば、外出、外泊を段階的に実行する   

こととなる。この判断は、保護者援助を通して得た評価に加え、施設が把握す   

る子ども及び保護者の情報により、協議の上、時期を決定する。  

特に、外泊は、死亡事件などの発生が報告されており、慎重な対応が必要であ   

り、児童相談所及び児童福祉施設が同席して「家庭復帰の適否を判断するための   

チェックリスト（別表）」等を活用して客観的に判断する。  

保護者援助の過程において、 あらかじめ設定した評価の時期には、遅滞なく援   

助の評価を行った上、援助指針の検討・見直しを行い、自立支援計画に反映させ  
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る。  

保護者援助が良好な経過をたどり、児童福祉施設入所措置解除（児童福祉司指   

導等への措置変更を前提とした）が検討できる場合には、次の（3）及び（4）   

の対応を行う。  

保護者援助が良好な経過をたどらない事例としては、例えば、同意をしたもの   

の児童相談所が提示する保護者への援助指針に従わずに面会などを自分の都合で   

求めるなど、自己中心的に振る舞う保護者等が考えられる。これらの者に対して   

は、児童福祉司指導措置等により厳しい指導を行うことで変化が生じることも期  

■  待できる。児童虐待防止法第12条に基づき、保護者に対して子どもとの面会・   
通信を制限すること、また、児童福祉司指導措置等が採られていない場合には、   

当該措置を新たに採ることで保護者援助の効果を高めることも可能である。  

また、保護者が、面会・通信を行わない等、子どもとの関わりに関心を示さな   

い場合には、児童福祉司指導措置等を採り、具体的な指導事項を示して行動化を   

図る。  

⑤ 児童福祉司指導措置等を採った場合の対応手順は、次の通りである。  

・ 児童福祉司指導措置等の決定通知を送付するに当たって、保護者に対する具   

体的な指導内容（上記②で例示した「保護者の行動改善に向けた援助内容」）に   

加え、当該措置に従わない場合の措置についての教示を行うなど、指導を受け   

る動機付けを行った上、指導を行う。  

児童福祉司指導措置等に保護者が応じない場合には、児童虐待防止法第11   

条第3項に基づき、都道府県知事による指導を受けるよう勧告を行う。  

当該勧告を行っても、保護者に指導を受ける意識や態度に変化がないと判断   

される場合には、同条第4項に基づく一時保護を行った上で、28条措置の申   

立てを行う。28条措置の申立てに当たっては、子どもの年齢、子どもの意向、   

児童福祉施設における入所期間、保護者の状態等を勘案して、当初から入所し   

ている児童福祉施設での生活の継続、又は、愛着関係の形成及び永続的な措置   

を念頭に置いた里親委託等により、子どもの最善の利益を最優先にした対応を   

行う。  

また、同条第5項に基づき、その保護者に親権を行わせることが著しくその   

子どもの福祉を害する場合には、必要に応じて、適切に、親権喪失宣告の請求   

を行い、親権に対抗する手段を講じられたい。  

この場合における28条措置の申立てについては、児童福祉法第27条第6   

項による都道府県児童福祉審議会の意見を聴いて実施する。  
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（2）28集槽tにおける保護者溝助   

① 28条措置は、保護者が児童虐待を否認するなどして児童福祉施設等への入  

所を拒否することにより対立関係が生じるが、保護者に対しては28条措置に  

併せて児童福祉司指導措置等を採り、毅然とした対応を行う。  

児童福祉司指導措置等を採る際の決定通知に保護者が行うべきことを明示し  

て保護者の理解を促すとともに、指導を受ける義務があることを周知する。   

② また、保護者との面会・通信が、子どもが望まなかったり、子どもにとって  

心身の発達や情緒面に悪影響があると考えられる場合には、面会・通信の制限  

を行う。さらには、保護者がこれらの制限に応じない場合には、接近禁止命令  

を発出することにより、保護者の行動を制限することを検討する。   

③ 28条措置の場合、児童福祉法第28条第2項において、児童福祉施設への  

入所期限が2年間と定められていることからも、積極的に児童福祉司指導等を  

行う。保護者の反応によっては、児童福祉司指導等に従わない場合の対応を行  

う。   

④ 上記（1）の⑤と内容は重複するが、児童福祉司指導等に従わない場合の対  

応としては、児童虐待防止法第11条第3項において、都道府県知事による指  

導に係る勧告を行うことができることとされているので、積極的に当該勧告を  

行う。この勧告を行うことにより、効果的に援助を実施できることが期待され  

るほか、次の手続を採る際の前提条件となることから積極的な運用を行う。  

当該勧告に従わない場合には、同条第4項に基づき、必要があると認める場合  

は、28条措置等の必要な措置を講ずるものとされているが、既に、当該事例は  

28条措置により児童福祉施設に入所しているので、場合によっては、家庭復帰  

困難事例として里親委託に措置を変更すること（28条措置の承認内容によって  

は再度28条措置の申立てが必要となる。）を検討する。  

また、同条第5項では、必要に応じて親権喪失宣告の請求を行う旨も規定され  

ているので、児童福祉施設に入所したままで親権喪失宣告を申立る等により、子  

どもの最善の利益を確保するよう努める。   

⑤ 援助の実行においては、保護者に対し、児童福祉司指導措置等が持つ意義、  

保護者援助の内容、将来の見通し等を伝え、理解を促す。そのためには、面接  

等の機会を設定し、保護者と向き合い、ねばり強く対応することが重要である。   

・ その後の援助については、上記（1）④を参考にする。   

⑥ 児童福祉司指導措置等の効果を勘案して、面会・通信の制限、接近禁止命令  

が行われている場合には、保護者の指導を受ける態度を勘案して面会・通信の  

制限の解除、接近禁止命令の取消しを検討する。  
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⑦ 保護者援助は、行きつ戻りつの状態になったり、対立が更に深まったり、膠着   

状態に陥ることもある。このような状態を適切に評価して、援助指針の見直しに   

際しては、上記②及び④に従い、子どもの最善の利益を確保するよう努める。・  

⑧ この後の対応については、下記（3）及び（4）で詳述する。  

（参考：園3）児童福祉施設入所措置等における保護者援助のイメージ  
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（3）手庭復帰を桟肘する段階における保♯者援助  

① 改正後の児童虐待防止法第13条の規定において、児童福祉施設入所措置等の   

解除（以下「入所措置等解除」とする。）にあたっては、保護者指導の効果、当該  

子どもに対し再び児童虐待が行われることを予防するために採られる措置について  

見込まれる効果等を勘案することとされており、家庭復帰に際して慎重な判断を行  

わなければならない。  

② 家庭復帰の適否を判断するためには、  

これまで行われた仮護者援助の効果、援助指針及び自立支援計画の達成状況並  

びに児童福祉施設長の意見等を勘案した評価  

保護者の現状の確認   

・子どもの意思の確認   

・家庭復帰する家の状態、家庭環境等を直接確認  
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・ 地域における援助体制・機能の評価   

等を行った上で、「家庭復帰の適否を判断するためのチェックリスト（別表）」等   

を参考にして客観的かつ総合的に判断する。「家庭復帰の適否を判断するための   

チェックリスト」は、施設入所後から局面ごとに使用することで、子どもと家庭   

の変化を適切に把握することが可能となるので積極的に活用することが望まし   

い。  

・特に、過去の虐待による死亡事例においては、母親の妊娠中や出産後間もなく   

の大変な時期に家庭復帰させたため虐待が再発して亡くなった事例、養育困難を   

ネグレクトと捉えていなくて地域の援助体制も組織せずに家庭復帰をさせたため   

に虐待が再発して亡くなった事例などが報告されていることに留意する。  

③ 家庭復帰の方針を決定した場合には、市町村（要保護児童対策地域協議会）、   

当該子どもが入所する児童福祉施設等と協働して、当該保護者が、地域の関係機   

関から適切な援助を受けるように指導するとともに、子どもが家庭や地域で安全   

に暮らせる環境を整えるとともに市町村に対して援助内容を明確に伝える。   

特に、地域における援助内容を決定するには、市町村（要保護児童対策地域協   

議会）とともに事例検討を行い、子どもの心身の状態、昼間過ごす場、家の状態、   

家族状況、家庭環境、保護者の遵守事項等を関係機関が理解した上で、各機関が   

具体的に支援する役割を決めることが重要である。  

④ 家庭復帰の決定は、児童福祉施設入所措置等の停止を行った上で、家庭生活が   

支障なく送れることを確認する必要があるので、入所する児童福祉施設、地域の   

関係機関の協力を得て多くの視点からの情報を把握する。その上で、児童福祉司   

指導措置等への措置変更又は継続指導を採ることとして家庭復帰を決定する。  

なお、子どもに対して児童福祉施設等入所措置等を採り、併せて、保護者に対   

する児童福祉司指導措置等を採っていた場合には、児童福祉司指導措置等に集約   

する。  

⑤ 子どもが児童福祉施設等へ入所している間に、保護者が当該児童相談所の管轄   

地域から他の地域へ転居した場合には、「児童相談所運営指針について」（平成2   

年3月5日児発第133号）の第3章第2節の4の（5）において、 「保護者の   

住所の変更に伴う移管は、子どもの福祉にとって必要と認められる場合において   

は、保護者の転居先を管轄する児童相談所等と十分協議し、事例を管轄する児童   

相談所を決定する。」こととしている。   

児童虐待の場合は、入所措置をした児童相談所が一貫して対応することが少な   

からずあると考えられるが、この場合には、保護者の住所地を管轄する児童相談   

所に協力を仰ぎ、保護者宅に外泊する場合の調査依頼等が行える体制を整えると   

ともに、家庭復帰の適否を決定する段階で、子どもが入所する児童福祉施設、保  
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家庭復帰の適否を判断するためのチェックリスト   

再統合対象者  

）（  ）  記入日（  年  月  日）  

や  

特記事項   

チェックの視点    チェック項目（該当欄に○をつける）  は い   や は い   

口      交流状況   
面会・外泊等を計画的に実施し、経過が  

経  良好である  

過  
施設、里親等が家庭引取りを進めること  

2      施設等の判断  
が適切だと考えている  

3  乳児非該当l  
家庭復帰を望んでいる（真の希望でない  

家庭復帰の希望   場合は●）  

保護者への思  

4   い、愛着   した自然な接触ができる  

子  

ど  

も  乳児非該当l対人関係や集団適応に問題  

対人関係、情緒  

6   の安定  乳児項目l主たる保育者との関係におい  

て問題はなく、情緒面は安定している  

7  乳児非該当l  
虐待の再発等危機状況にあるとき、相談  

リスク回避能力   するなどして危機回避ができる  

家庭引取りを希望している（真の希望でない  
8  引取りの希望  

場合、依存的要素を含む強すぎる希望は●）  

虐待の事実を認  

9   めていること   でいる  

子どもの立場に  
10   立った見方   子育てができる  

保   子どもへの怒りや衝動を適切にコントロー  
護  

者  
ロール  ルできる  

精神的に安定している（必要に応じて医  
12  精神的安定  

療機関とのかかわりがもてる）  

子どもの年齢、発達あるいは場面に応  
13  養育の知識・技術   じ、適切な養育ができる  

関係機関への援助  
14   関係構築の意思  の 関係が持て、適宜必要な援助が求められる  

15  地域、近隣におけ る孤立、トラブル  近隣から必要なときに援助が得られる  

家   親族から必要なときに援助が得られる  
庭  

環  経済面、住環境面での生活基盤が安定  
境  

子どもの心理的  

18   居場所   理的な居場所がある  

公的機関等による支援体制が確保されて  
19  地域の受入れ体制   いる  

地  

域  支援の中心となる機関があり、各機関が  
20  地域の支援機能   連携して支援が行える  

A 家庭復帰を進める  
B 家庭復帰に課題あり  

評  C 家庭復帰は不可  

（B、Cの場合、その理由を記入）＿Q＿  



家庭復帰の適否を判断するため  のチェックリスト 記入上の着眼点  

チェックリストの使用にあたって l▲′′′′’■V′匹∩－■－町′‾ハ l 
、 

′ ＼  

′ i え＼＼ ′ト，こ崇孟忘乙ミミヒブナ〈悪聖賢腰暫吾）爪聖子ミミ㌔ヨ盟，鳶璽禦禦てラ盟整彗 、  

上 ＿ナーJヽ ノ ＿や、≒＿丁甫⊂コ．一 曲Tml J J ．1「、一一⊥＿  生 Iナ   旦Jd二閤＋田 ⊥・  ∩ロ トー J ＿ト、一b㌧l－ ▼タ 1＿ －タヾ1＿ 一．，、†つ⊂・rr J．．亡∩．仰山． J ＿′  

し、取り巻く環境も含めた当該家族の現在の状況について確認することを目的にしています（年齢に応じて  
吏い分ける項目があります）∩ チエッグを行うにあたっては、各種の情報を吟味し、児童相談所として共通  

〉と日常的に凱ている船  

l チェック項目に「はい」の数が多いほどその家族は安全性が高いと考えられるので、より多くの項目にお  
いて「はい」にチェックされる  

ない限り家庭復帰できないとい  
リスクを適切に認識した上で、  

とが家庭復帰の原則ですが、全ての項目において「はい」にチェックされ  ニ
ス
ノ
リ
 
 
 

とではなく、否定的にチェックされた項目については、虐待が再発する  こ
 
 
 
スクに対抗しうる手立てを講じることができるかどうかが、家庭復帰を判  

断する上で重要になります。「はい」の数がいくつ以上だから家庭復帰できる、というような機械的な使い  
方は避け、家族と地域の支援体制を総合的に判断する道具として使用してください。  

l なお、本チェックリストの活用方法としては、家族の変化を追った援助を組み立てるために、子どもが施  
設に入所した時点、入所中、家庭復帰を検討する時点というような援助の節目でチェックを行い、それぞれ  
の時点での課題を明らかにしていくといった使い方も考えられます。  

l いずれの使い方であってもチェックリストはあくまでもひとつのツールです。その限界を理解した上で使 ノ ＼ 
＿ 隅1ヤーノ．た上々1、  ／  

＼ 

…＿…＿＿＿…＿＿＿＿＿…＿…＿…＿＿＿－＿＿＿＿…＿…＿…＿  

チェック項目   記入上の着眼点   

施設の自立草援計画と児童相談所の家庭復帰プログラムにそった取組の実施状況をチェック  

面会・外泊等を   
計画的に実施  ・面会、外泊等の前後、子どもの様子に拒否的な表情、態度がないか  

口    し、経過が良  ・交流中に暴力、暴言、ネグレクトなどの虐待行為がなかったか  
好である   経  ・当該家族に対する援助指針等が要保護児童対策地域協議会等で共有されているか  

過  
・（乳）一時外泊から戻ったときに体葺が激減していないか、衛生が保たれているか  

施設、里親等が  施設（里親）が家庭引取りを進める上で抱いている安心感と不安感をチェック  

家庭引取りを進  
2    めることが適切  

だと考えている  ・施設（里親）が危倶している項目に十分な検討を行なったか  
・通院している事例については主治医の意見を参考にしているか   

乳児非該当l  
家庭  

3     復帰を望んでい   

る（真の希望で   ・家に帰ったらどこで誰と寝るのか等 生活場面の具体的なイメージがあるか  

ない場合は●）   ・施設生活から逃避したい思いはないか  

・豪での生活に対する不安感はどの程度か  

恐怖心はなく、  （例）・保護者を頼り信頼する行動が見られるか  
4   ・保護者の言動やしぐさにおびえる事はないか  

自然な接触がで   ・家に帰りたいあまりに、保護者に過度に適応していないか  
きる   ・（乳）養育者 に向けた微笑や笑い、発声等が見られるか／外泊後、後追いなど見られるか  

健康面・発達面の状況についてチェック  

成長■発達が  
（例）・身長・体重等身体的発達及び健康面の状況はどうか  

・知的発達の状況はどうか  

子  5                  順調である   （障害については親の理解程度によっては再発につながる場合もあり、リスク要因として捉える）  

ど  
・虐待されていたことを歪曲せず親との関係の現実として受け止めているか  
・（乳）食欲があり、晴乳・離乳食を 

も  
順調に摂取できているか  

乳児非該当l対人  対人関係や集団適応の状況についてチェック  

関係や集団適応  （例）・不安抑うつ、身体的訴え、過度の引きこもり、思考の偏り、注意の不安定さなどがないか  
に問題はなく、情   ・過度の攻撃性や依存、対人関係の距離のとり方、その他適応に問題なく、安定しているか  
緒面は安定してい  ・非行など社会的な逸脱行動がないか  

6                     る  ＿… ∴£ユ茎⊇症次があ2た象合ふ皇四屈復抜況j去どうむ＿…＿…＿…＿＿…＿…＿＿＿＿‖…＿‖‖＿＿＿＿＿＿…＿＿＿  
施設職員や里親を頼り信頼する行動が見られているかをチェック    乳児項目l主た  

る保育者との関係  （例）・施設職員や里親に抱っこされたりかわいがられることを量びそうしてほしがるか  
において問題はな  ・機嫌よくにっこりしたり、発声したりしているか  
く、情緒面は安定  
している  

・不安なとき、困ったとき（転んだ、知らない人が来た等）に、施設職員や里親を頼るか  
・PTSD症状があった場合、その回復状況 はどうか  

乳児非骸当l虐待  危機状況に陥りそうになったとき対処が可能かどうかをチェック  

の再発等危機状  （例）・近隣住民に相談したり助けを求めることができるか  

7              況にあるとき、相   ・学校の先生に相談したり助けを求めることができるか  

談するなどして危  ・児相や地域の機関に相談したり助けを求めることができるか   
機回避ができる  
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家庭引取りを希  保護者がどの程度引取りを希望しているか、子どもとのずれ、家族間のずれについてもチェック  

望している（真  （例）・保護者の引き取りたい気持ちに、焦りや子どもへの依存的要素はないか  
8              の希望でない場   ・引取りの希望は家族間で一致しているか  

合、依存的要素  ・子どもを含めた生活設計があるか  
を含む強すぎる  

虐待の事実を   虐待行為に対する認知の状況をチェック  
認め、問題解  

9         決に取り組ん  
・虐待行為について正しく理解できているか  

でいる   
・問題解決に取組み、一定の成果が見られるか  

子どもの立場  子どもの生活全般の保障、子どもへの関わりをチェック  

や気持ちをくみ  

10         取りながら子  ・子どもの表情や態度から子どもの意図や気持ちを察しようとしているか  

育てができる   
・子どものすることに過度の干渉やコントロールをしていないか  

・家庭復帰後に起きるさまざまな子どヰ、の反応を予測し、適切に対応することができるか  

子どもへの怒  怒りや衝動性についてチェック  

保  りや衝動を適  （例）・怒りや衝動を自覚することができるか   

皿            護  ・怒りや衝動を処理する 切な手段・目談目手があるか  

者  ルできる  
・衝動的な行動を緩和させる医療機関への通院や服薬が適切に行なわれているか  
・（乳）一回の衝動的行為で尊大事故につながるが、その可能性が低くなっているか  

精神的に安定し  

ている（必要に  

12    応じて医療機関  ・精神的な問題（依存症等も含む）があった場合は、適切な治療・カウンセリングにより状況が  
とのかかわりが  改善しているか（継続して治療を受けているか）  

もてる）   
・過度の子育てストレス感に支配されていないか  
・（乳）保健所の定期的な訪問等を受け入れる姿勢があるか  

子どもの年齢、  子どもの養育についての知識があり、それを活用できるかをチェック  
発達あるいは場  

13    面に応じ、適切  ・保護者が具体的な育児スキル・養育知識を習得しているか  

な養育ができる  ・養育についての疑問点や不安を投げかけてこられるか  

児相や地域の関  保護者と相談機関との関係性をチェック  

係機関と良好な相  （例）・保護者から児童相談所に連絡してくるなど、関係機関と保護者が支援関係を築けているか  
14              談関係が持て、適   ・虐待再発の危険を保護者が認識したとき、すぐSOSを出す意志があるか  

宜必要な援助が  ・施設職員、里親との信頼関係があり必要なとき適切な相談ができるか   
求められる  

近隣、地域との関係をチェック  
近隣から必要な       （例）・地域で孤立していたり、対立関係はないか  

15             ときに援助が得   ・困ったときに相談できる相手がいるか  

られる   ・困ったときに協力してくれる人（個人や団体）がいるか  
・必要な支援をしてくれる人が日常的にいるか  

親族の状況をチェック  
親族から必要       （例）・親族と疎遠になっていないか  

16             なときに援助   

家  
・親族と対立していないか  

が得られる   ・困ったときに相談できたり協力してくれる親族はいるか   

庭  ・父母の代わりとなるき上うだいや親族の存在はあるか  

環  経済面、住環境  家族で暮らしていく上での定住地があり、経済的な安定が確保されているかをチェック   
境  面での生活基盤  

17    が安定的に確保  ・定期的な収入があり、経済的な安定が確保されているか  

されている  
・借金・ギャンブル等、金銭問題や金銭管理能力に課題はないか  

濯、入浴、清潔な環境を保 つなど、健康的な日常生活の某本がなされているか  

家族関係が良  
家族関係や子どもの安心感についてチェック  

好で、家庭内に  

18    子どもの心理的  ・新たな家人が同居していないか、連れ子を含め、新たな人間関係はどうか  

な居場所がある  ・子どもとの同居により、新たな居住地に転居を考えているかどうか  
・日常的に子どもを守る人が家庭内又は近隣にいるか   

公的機関等に   地域に必要な養育支援サービスがあるかをチェック  
よる支援体制  

19         が確保されて  
・家族を継続的にモニターし、虐待の再発などを速やかに察知する環境があるか  

地  いる   
・夜間等の緊急時に発見できる人が近くにいるか  

域  支援の中心とな  地域の養育支援サービスが適切に機能するかをチェック  
る機関があり、   ・関係機関がそれぞれの機能と役割を認識し、いざというときに緊急支援できる状況か  

20              各機関が連携し   ・保育所、学校等の子どもが通う機関が適切に対応できるか  
て支援が行なえ  ・関係機関をコーディネートする機関があるか   

る  
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（参考資料）  

児童虐待ケースにおける保護者への指導・支援の状況  

Ⅰ 調査の方法等   

1 調査の目的   

本調査は、平成19年5月に「児童虐待の防止等に関する法律」（平成12年法律  

第82号）が改正され、平硬20年4月1日に施行されることとされており、同法第  

11条に、都道府県知事による保護者への指導の勧告に従わない場合の規定が追加さ  

れ、また、同法第13条において、児童福祉施設の入所措置を解除する際に、保護者  

指導の効果等を勘案すべき規定が設けられたことから、施行のための保護者援助ガイ  

ドライン等を作成するために児童虐待ケースの保護者に対する指導・支援の状況を調   

査したものである。  

2 調査の対象   

が設置する全ての児童相談   調査対象は、各都道府県・指定都市・児童相談所設置市   

所を対象とし、平成18年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日）に対   

応した児童虐待ケースの保護者に対する指導・支援の内容を尋ねた。  

3 調査の方怯  

この調査は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課が、社会福祉法人恩賜財団   

母子愛育会 日本子ども家庭総合研究所（こども未来財団：児童関連サービス調査研   

究等事業 才村研究班）の協力を得て実施した。  

（児童関連サービス調査研究等事業 才村研究班）  

主任研究者 才村 純（日本子ども家庭総合研究所）  

（研究協力者）  

奥田 晃久（東京都北児相所長）、金井 剛（横浜市中央児相医師）、  

川崎 二三彦（子どもの虹情報研修センター研究部長）、笹井 康治（沼津市役所）、  

鈴木 浩之（神奈川県中央児相 虐待対策支援課）、伊達 直利（旭児童ホーム）、  

水谷 陽子（浜松乳児院院長）、村岡 薫（鎌倉児童ホーム）  

（事務局）・有村 大士、根本 顕（日本子ども家庭総合研究所）  

・伊藤嘉余子（埼玉大学）、佐久間てる美（神奈川県相模原児相）、  

妹尾洋之（神奈川県厚木児相）  
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Ⅲ 調査結果  

1 調査票の回収結果   

調査票の回収は、全国の196か所の児童相談所の内、159か所の児童相談所か   

ら回答が得られ、回収率は、81．1％であった。  

2 調査結果の項目  

（1） 平成18年度中に全国の児童相談所において児童福祉法第27条第1項3号又  

は同条第2項に基づく措置（里親委託を含む。以下「児童福祉施設入所措置等」  

という。）をした児童虐待ケースに関して  

（2） 平成18年度中に児童相談所において児童福祉法第27条第1項3号に基づく  

里親委託をした児童虐待ケースに関して  

（3） 児童相談所における、保護者指導に関する特別プログラムの実施状況に関して  

（4） 平成18年12月中に児童福祉施設入所措置等を解除して家庭復帰した児童虐  

待ケースの概要に関して  

（5） 児童福祉法第33条の7に基づく未成年後見人の選任に関して  

3 調査結果の内容  

（1）平成18年度中に全国の児童相談所において児童福祉法第27条第1項3号   

又は同条第2項に基づく措置（里親委託を含む。以下「入所措置等」という。）   

をした児童虐待ケースについて  

○ 児童虐待を主訴として平成18年度中に児童福祉施設入所措置等を採った人数に   

関して尋ねたところ、回答のあった159か所の児童相談所において   

3，992人（ケース）を措置している。  

○ これら入所措置等を行ったケースに関して、保護者に対する児童相談所の対応を   

尋ねたところ、  

・全てのケース対して児童福祉法第27条第1項2号に基づく児童福祉司指導等の  

措置（以下「2号措置」という。）を採っている児童相談所は、  

2か所（1．3％）、  

・一部のケースに対して2号措置を採っている児童相談所は、  

46か所（28．9％）である。  

・一方、2号措置を採っていない児童相談所は、   

111か所（69．8％）である。  
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0 2号措置は、保護者の側にも指導を受ける義務を生じさせるものであることから、   

援助関係が成立しにくい保護者に対して関係を成立させる手だてとなるが、実際に   

2号措置を採ったケースは3，992ケースの内172ケース（4．3％）である。  

0 2号措置を採る場合の基準について尋ねた結果は、（表1）のとおりである。   

この結果を見ると、明確な基準はなく、ソーシャルワークの必要性からその都度、   

個別に判断しているとの回答が39か所と最も多く、次いで児童福祉法第28条に   

より入所措置等をしたケースに対して2号措置を採るとした児童相談所が10か所   

ある。  

（表1）2号措置を採る場合の基準の類型  （児童相談所数：複数回答）  

内  容   か所数   

（ア）児童福祉施設入所措置等を行った全てのケースに適用している   2か所   

（イ）保護者が2号措置に同意し、指導・支援を受ける意欲のあるケースに   5か所   

適用している   

（ウ）親権者の同意により児童福祉施設入所措置等を行ったが、援助を拒否   7か所   

しているケースに適用している   

（ェ）児童福祉法第28条により児童福祉施設入所措置等を行ったケースに  10か所   

適用している   

（オ）明確な基準はなく、ソーシャルワーク上の必要性からその都度個別に  39か所   

判断している   

（カ）その他   2か所   

0 2号措置を採らない場合の対応について尋ねた結果は、（表2）のとおりである。   

この結果を見ると、2号措置ではないが、児童福祉司等による援助を行うと回答し   

た児童相談所が100か所、さらに、全てのケースに援助を行うと回答したものが   

54か所となっている。その一方で、特別な係わりを行わないと回答した児童相談   

所が5か所ある。  

（表2）2号措置を採らない場合の手続きと児童相談所数（複数回答）  

内  容   か所数   

（ア） 2号措置ではないが、児童福祉施設入所措置等を行った全てのケース   54か所   

に児童福祉司等による援助を行う。   

（イ） 2号措置ではないが、児童福祉司等による援助を行う   100か所   

（ウ）児童福祉施設入所措置等の決定通知に、保護者指導を行うことを条件   5か所   

として明示することで児童福祉司指導と同等の効力を持たせる   

（ェ）特別な係わりは行っていない   5か所   

（オ）その他   3か所   
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○ 児童福祉施設入所措置等を行ったケースの保護者への援助の状況に関して尋ねた   

結果は、（表3）のとおりである。  

この結果を見ると、保護者への助言・指導は、児童福祉司等と児童福祉施設等が   

協力して行っていると回答したケースは、1，331ケース（37．7％）、定期   

的及び不定期に児童福祉司等（児童心理司等の他の職種を含む。以下、同じ）によ   

る助言・指導を主に行っていると回答したケースは、1，198ケース（34．0   

％）となっており、なお～層、児童福祉司と児童福祉施設等が協力して、相互に役   

割分担をして助言・指導を行うことが期待される。  

（表3）児童福祉施設入所措置等を行ったケースの保護者への援助の状況  

項 目   件 数   割 合   

こ児童福祉司等による助言・指導を主に行っている。   454   12．9％   

「こ児童福祉司等による助言・指導を主に行っている。   744   21．1％   

への助言・指導は、児童福祉施設等に任せ、必要に   

童福祉司等による助言・指導を行っている。   561   15．9％  

への助言・指導は、児童福祉施設等に任せている。   141   4％   

への助言・指導は、児童福祉司等と児童福祉施設等  1，331   37．7％   

て行っている。  

定期的ら  

不定期し  

3．保護者   

応じて児  

4．保護者  

5．保護者   

が脇力し  

6．その他  

○ 平成18年度中に施設入所措置等を行ったケースで、保護者と児童福祉司等が面   

接・面談する頻度を尋ねた結果は、（表4）のとおりである。  

この結果を見ると、調査対象としたケースの全てが入所1年未満であるにも関わ   

らず「会っていない」「1年に1回程度」と回答したケースが592ケース（19．   

7％）あり、6か月に1回程度（399ケース（13．3％））を含めると18年   

度入所ケースの33％になる。  

その一方で、1か月に1回から2回の面接・面談を実施しているケースが795   

ケース（26．4％）あることは、入所時点又は入所して間もなくから指導に応じ   

るケースと指導を拒むケースに二分されていることが分かる。  

（表4）施設入所措置等ケースに関する保護者と児童福祉司等の面接・面談頻度  

件 数   割 合   

1．1か月に2回程度   202   6．7％   

2．1か月に1回程度   5 9 3   19．7％   

3．2か月に1回程度   4 3 8   14．6％   

4．3か月に1回程度   5 2 5   17．4％   

5．4か月に1回程度   19 5   6．5％   

6．5か月に1回程度   6 6   2．2％   

7．6か月に1回程度   399   13．3％   

8．1年に1回程度   28 8   9．6％   

9．会っていない   304   10．1％   

計   3，010  
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（2） 平成18年度中に児童相談所において児童福祉法第27条第1項3号に基  

づく里親委託をした児童虐待ケース  

○ 平成18年度中に児童福祉施設入所措置から里親委託に変更したケースに関して   

尋ねた結果は、（表5の1）及び（表5の2）のとおりである。  

この結果を見ると、実際に措置をしたケースがあると回答した児童相談所は、   

39か所で、56ケースが報告された。  

これらのケースは、（表5の1）にあるように、入所措置年齢0歳が25ケース   

（44．6％）、措置変更年齢は3歳未満が25ケース、入所期間では2年未満が   

30ケース（53．6％）となっている。  

（表5の2）里親に措置変更した   

ケースの入所期間別件数   

（表5の1）里親に措置変更したケースの  

年齢別・入所措置件数・措置変更件数  

年齢   入所措置件数  措置変更件数   

0   2 5   9   

1   7   3   

2   5   13   

3   4   5   

4   0   5   

5   3   1   

6   0   4   

7   0   2   

8   0   1   

9   1   2   

10   0   0   

11   0   

12   1   0   

13   3   0   

14   4   2   

15   3   5   

16   0   1  
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○ 措置変更をした理由について尋ねた結果は、（表6）のとおりである。  

この結果を見ると、里親委託による愛着形成が必要となったためとするものが、   

25ケースと最も多く、次いで保護者の希望によるものが19ケースとなっている。  

（表6）里親に措置変更した理由（複数回答あり）  

理  由   ケース数   

子  2   

保  19   

里  25   

児  3  

そ  

1．  

2．  

3．  

4．  

5．  

○ 措置変更をした時点での保護者と児童相談所の関係について尋ねた結果は、   

（表7）のとおりである。  

この結果を見ると、児童相談所の援助を受け、面会等を行い良好な関係にあると   

回答したケースは12ケースあり、良好な関係にあっても家庭復帰とは別の措置を   

採らざる得ないケースが有ることを表している。  

また、児童相談所の援助を受けているが、面会等の行動化に至っていないとする   

ケースが21ケース、この他に様々なトラブルが生じているケースが10ケースあ   

るなど、子どもの最善の利益を優先したパーマネンシーを実現する取組が行われて   

いる。  

（表7）保護者と児童相談所の関係  

ケース数   

童  12   

童  21   

童  3   

童  6   

童  1  

の  

1．児  

2．児  

3．児  

4．児  

5．児  

6．そ  
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（3） 児童相談所における、保護者指導に関する特別プログラムの実施状況  

○ 児童相談所が保護者指導に関する特別プログラムを設けて援助を行っているかど   

うかについて尋ねた結果は、回答のあった159か所の児童相談所の内53か所（3   

3％）が、特別なプログラムを持って援助をしていることが分かった。  

なお、その特別なプログラムは（表8）に示すとおりである。  

（表8）児童相談所が実施する特別な援助プログラム（複数回答有り）  

か所   

1．MCG   5   

2．CSP（コモンセンスヘdアレンティンクヾ）   17   

3．MyTree   

4．ペアレントトレーニング（精研方式）   14  

○ 特別プログラムを実施する場合は、保護者と児童相談所の間で援助関係が成立し   

ていることが必要であるとされているが、（表9）に示した特別プログラムの受講   

対象者を見るとその結果が明らかである。  

（表9）特別プログラムの受講対象者  

ケース数   

1．児童福祉施設入所措置等中の児童の保護者で、指導を受ける意志がある者   4 5   

2．在宅指導中の保護者で、指導を受ける意志がある者   4 7   

3．児童福祉法第28条により児童福祉施設入所措置等を行ったケースで、   24   

指導を受ける意志がある者  

○ 特別プログラムの開催頻度は、（表10）のとおり、2週間に1回の開催が最も   

多く、次いで1月に1回の開催となっている。  

（表10）特別プログラムの開催頻度  

ケース数   

1週間に1回   7   

2週間に1回   30   

3週間に1回   6   

1月に1回   2 5  
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○ 特別プログラムによる保護者指導を外部の専門機関に委託している児童相談所   

は、4か所、委託先の専門機関は児童福祉施設が3か所、虐待防止機関1か所、そ   

の他が：∋か所となっている。  

具体的な実施プログラムは（表11）のとおりである。  

（表1］L）特別プログラムの名称と実施か所  

か所   

（  

5  

y  

■  1  

そ  

1．M  

2．C  

3．M  

4．ペ  

5．  

（4） 平成18年12月中に児童福祉施設入所措置等を解除して家庭復帰した児  

童虐待ケースの状況  

○ 全国の児童相談所が措置した虐待ケースであって、平成18年12月中に児童福   

祉施設入所措置等を解除したケースについて尋ねた結果は、（表12）にあるよう 

に、家庭復帰したケースが107ケースあり、入所措置解除時の年齢は0歳から1   

8歳の全ての年齢で行われている。  

（表12）入所措置等解除時の年齢と人数  

年齢   入所措置等  

解除人数   

0   3   

1   11   

2   8   

3   4   

4   2   

5   8   

6   8   

7   5   

8   2   

9   7  
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○ 措置解除したケースの入所期間について尋ねた結果は、（表13の1）、（表13   

の2）及び（表13の3）である。  

この結果を見ると入所期間6か月未満で解除したのが39ケース（36．5％）、   

6か月以上12か月未満で解除したのが17ケース（15．9％）、さらに、12   

か月以上18か月未満が13ケース（12．2％）、18か月以上24か月未満が   

9ケース（8．4％）となっており、入所後24か月未満で解除したケースは78   

ケース（72．9％）となる。  

（表13の1）入所措置等解除までの施設等の入所期間  

入所期間   

（月）  

人 数  

0か月以上～12か月未満  

12か月以上～24か月末満  

24か月以上～36か月未満  

36か月以上～4Sか月未満  

48か月以上～60か月未満  

60か月以上～72か月末満  

72か月以上～84か月末満  

84か月以上～96か月未満  

96か月以上～10苦か月末満  

108か月以上～120か月未満  

計  

（表13の3）入所措置等解除までの施設  

等の在所期間12月以上～24月未満の内訳   

（表13の2）入所措置等解除までの  

施設等の在所期間0月以上～12月未満の内訳  



○ さらに、措置解除の理由について尋ねた結果は、（表14）に示すとおりである。  

この結果を見ると、「親が強く引き取りを要求したため」と「子どもが強く家庭   

復帰を要望したため」が各々39ケース、「親子関係が改善したため」が33ケー   

ス、「地域での適切なサービス体制が整ったため」が24ケースとなっており、児   

童相談所のソーシャルワー クによってもたらされた援助結果につながる項目への回   

答が少なかった。  

（表14）施設入所措置の解除理由（複数回答あり）  

○ 措置解除をしたケースに対する保護者への援助について尋ねた結果は、（表15）   

のとおりである。  

この結果を見ると、107ケースの内83ケースに対して保護者への援助が行わ   

れ、その内容は、児童福祉司等による面接指導・カウンセリングが中JL、に、親子再   

統合の取組が併行して行われている。  

その一方で、22ケースに関しては、保護者に対する援助は実施されておらず、   

その理由に、「保護者が拒否をした」4ケース、「人員不足等により保護者援助まで   

手が回らないため」4ケース、「具体的な援助技法が未整備のため」1ケースとな   

っている。  

（表15）施設入所措置を解除したケースの保護者援助（複数回答有り）  

か所数   

／／ントトレーニング（精研方式）   2   

年接触プログラム   12   

旨泊体験   3   

問題解決のためのソーシャルワーク   3 6   

扁祉司等による定期的な面接指導・カウンセリング   13  
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（5） 児童福祉法第33条の7に基づく未成年後見人の選任について  

○ 児童虐待防止法が制定された平成12年11月から平成19年8月までに、児童   

福祉法第33条の7に基づく未成年後見人の選任について尋ねた結果、未成年後見   

人の請求は、15件あり、係属中の1件を除いて14件が承認された。   

承認された14件のうちの後見人は、弁護士が7件、児童相談所長が2件、その   

他が5件となっている。  
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長  

地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について   

「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」（平成19年法  

律第73号。以下「改正法」という。）については、本年4月1日から施行されるところ、  
その内容については、「「児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する  
法律」の施行について」（平成20年○月○日雇児発第000号厚生労働省雇用均等・児童  

家庭局長通知）でお示ししたとおりであるが、改正法による改正後の児童虐待の防止等に  
関する法律第4条において、児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を受け  
た事例について、国・地方公共団体双方についての分析の責務が規定されることとなった  
ところである。   

今後、国及び地方公共団体それぞれにおいては、当該責務を踏まえ、児童虐待を受けた児  
童がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の検証作業を行うことにより、児童虐待防  
止対策が進展することが期待されるが、地方公共団体における事例の検証作業の参考とな  
るよう、今般、その基本的な考え方、検証の進め方等について通知するものである。   

っいては、別紙の内容を御了知の上、管内の市町村並びに関係機関等に周知いただくと  
ともに、その運用に遺漏のないようお願いする。   

なお、この通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項の規定に基  
づく技術的な助言である。  
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別紙  

地方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について   

基本的な考え方  

目的   

検証は、虐待による児童の死亡事例等について、事実の把握、発生原因の分析等を  

行い、必要な再発防止策を検討するために行う。  

2 実施主体   

都道府県（指定都市・児童相談所設置市を含む。以下同じ。）が実施することとし、  

検証の対象となった事例に関係する市町村は当該検証作業に参加・協力するものとす   

る。   

なお、児童相談所、市町村（要保護児童対策地域協議会）その他の機関が独自に検   
証を行うことも望ましい。  

3 検証組織   

検証組織は、その客観性を担保するため、都道府県児童福祉審議会（児童福祉法第   

8条第1項に規定する都道府県にあっては、地方社会福祉審議会。以下同じ。）の下に   

部会筆を設置する。なお、検証組織は、地域の実情に応じて事例ごとに随時設置する   

ことも考えられるが、常設することがより望ましい。事務局は、当該事例に直接に関   

与した、ないし直接関与すべきであった組織以外の部局に置くものとする。   

4 検証委員の構成   

検証委員は外部の者（当該事例に直接関与した、ないし直接関与すべきであった組   

織の者以外の者）で構成することとする。また、会議の開催に当たっては、必要に応   

じて、教育委員会や警察の関係者の参加を求めるものとする。   

5 検証対象の範囲   

検証の対象は、都道府県又は市町村が関与していた虐待による死亡事例（心中を含   

む）全てを検証の対象とする。ただし、死亡に至らない事例や関係機関の関与がない   

事例（車中放置、新生児遺棄致死等）であっても検証が必要と認められる事例につい   

ては、あわせて対象とする。   

なお、都道府県は、児童相談所、福祉事務所又は市町村が関与していない事例を含   

め、広く虐待による死亡事例等の情報収集に努めるものとする。   

6 会議の開催   

死亡事例等が発生した場合、準備が整い次第速やかに開催することが望ましいが、  

年間に複数例発生している地域等、随時開催することが困難な場合には、複数例を合   

わせて検証する方法も考えられる。  
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7 検証方法  

（1）事例ごとに行う。なお、検証に当たっては、その目的が再発防止策を検討するた  

めのものであり、関係者の処罰を目的とするものでないことを明確にする。  

（2）都道府県は、市町村、関係機関等から事例に関する情報の提供を求めるとともに、  

必要に応じ関係者からヒアリング等を行い、情報の収集及び整理を行う。その情  

報を基に、、検証組織は関係機関ごとのヒアリング、現地調査その他の必要な調査  

を実施し、事実関係を明らかにするとともに発生原因の分析等を行う。  

（3）検証組織は、調査結果に基づき、スタッフ、組織などの体制面の課題、対応・支  

援のあり方など運営面の課題等を明らかにし、再発防止のために必要な施策の見  

直しを検討する。  

（4）プライバシー保護の観点から、会議は非公開とすることができるが、審議の概要  

及び提言を含む報告書は公表するものとする。  

（5）関係行政機関からの情報提供については、児童福祉法第8条第5項において、「都  

道府県児童福祉審議会（略）は、特に必要があると認めるときは、関係行政機関  

に対し、所属職員の出席説明及び資料の提出を求めることができる」とされてい  

る。  

また、民間の関係機関からの情報提供については、個人情報の保護に関する法律   

（平成15年法律第57号）第23条に定める第三者提供の制限の適用除外に該当する。  

これは、同適用除外の場合として、同条第1項第3号において「児童の健全な育  

成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で  

あるときrlが規定されているが、「児童の健全な育成の推進」には児童虐待の防止  

等も含まれるため、検証作業のために民間機関が個人情報を提供することは同号  

に該当することによる。  

8 報告等  

（1）検証組織は、検証結果とともに、再発防止のための提言をまとめ、都道府県に報  

告するものとする。  

（2）都道府県は、検証組織の報告を公表するとともに、報告を踏まえた措置の内容及  

び当該措置の実施状況について、検証組織（都道府県児童福祉審議会）に報告す  

るものとする。  

（3）都道府県は、検証組織の報告を踏まえ、必要に応じ、関係機関に対し指導を行う  

とともに、市町村に対して技術的助言を行う。  

（4）都道府県においては、検証結果について、国に報告するものとする。  

なお、国においては、社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関す  

る専門委員会において検証作業を行っているが、児童福祉法第8条第6項においては、  

「社会保障審議会及び児童福祉審議会（都道府県児童審議会及び市町村児童福祉  

審議会）は、必要に応じ、相互に資料を提供する等常に緊密な連絡をとらなけれ  

ばならない」とされている。  

9 児童相談所又は市町村等による検証  
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（1）検証の対象となった事例に直接関係する児童相談所や市町村等は、当該検証作業  

に参加、協力するものとするが、児童相談所、市町村（要保護児童対策地域協議   

会）その他の関係機関がそれぞれの再発防止策を検討する観点から独自に検証を  

実施することも重要である。  

（2）児童相談所や市町村等が実施する検証は、事例に直接関係していた当事者間によ  

る内部検証であり、事例を通じて自己点検を行い、機関内における再発防止策を   

検討したり、都道府県の検証結果を受けて具体的に実施すべき改善策を検討した  

りするものであることから、第三者による外部検証を念頭に置いた検証とは性質  

を異にするものであるが、7の検証方法等については、その趣旨に沿って、検証  

が実施されるのが望ましい。  

検証の進め方  

事前準備  

（1）情報収集  

検証の対象事例について、事務局は、下記の事項に関する情報収集を行う。この   

場合、事務局は、必要に応じて関係機関等からヒアリングを行う。   

・死亡した児童及び家族の状況、特性等   

・ 死亡に至った経緯   

・児童相談所の関与状況等（児童記録票の写し等）   

・市町村の関与状況等   

・ その他の関係機関の関与状況等  

（2）資料準備   

ア （1）で収集した情報に基づき、事実関係を時系列及び関係機関別にまとめ、  

上記の内容を含む「事例の概要」を作成する。  

「事例の概要」には、この後、検証委員からの関係機関ごとのヒアリング等によ  

り明らかになった事実を随時追記していき、問題点・課題を抽出するための基礎  

資料とする。   

イ 現行の児童相談体制に関する以下の内容を含む資料を作成する。  

・ 各児童相談所の組織図  

・職種別スタッフ数  

・ 相談件数  

・相談対応等の概要  

・ その他必要な資料   

ウ 検証の方法、スケジュールについて計画を立て資料を作成する。   

エ その他（検証組織の設置要綱、委員名簿、報道記事等）の資料を準備する。  

2 事例の概要把握   

会議初回には、検証に当たり、その目的が再発防止策を検討するためのものであり、   

関係者の処罰を目的とするものでないことを検証委員全員で確認した上で、検証の対   

象となる事例の概要を把握する。  
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（1）確認事項   

ア 検証の目的   

イ 検証方法（関係機関ごとのヒアリング、現地調査等による事実関係の確認、問  

題点∴課題の抽出、提案事項の検討、報告書の作成等）   

り 検証スケジュール  

（2）事例の概要把握   

ア 事前に収集された情報から事例の概要を把握する。   

イ 疑問点や不明な点を洗いだす。  

3 事実関係の明確化   

事例への関係機関の関与状況について、関係機関ごとのヒアリング等を実施するこ   

とにより、事実をさらに詳細に確認していく。  

（1）関係機関ごとのヒアリング   

ア ヒアリングには、検証委員の一部あるいは全員が参加することを原則とし、当  

該事例に直接関与した、ないし直接関与すべきであった組織の者以外の者が実施  

する。   

イ ヒアリングの対象者は、関係機関の所属長あるいはそれに準ずる者とし、必要  
と状況に応じて、事例を直接担当していた職員を対象とする。  

ウ ヒアリングは、状況に応じて本庁等で実施するか、あるいは、検証委員及び事  

務局が現地に赴き実施する。   

エ ヒアリングでは、それまでに確認した事例の概要では不明な点や、事例に直接  

関わった機関の所属長あるいは担当職員の意見を客観的に聴取し、事例の全体像  

及び関係機関との関与状況をさらに詳細に把握していく。   

オ ヒアリングは、個人の責任追及や批判を行うためのものではない。  

カ 事務局は、ヒアリングの内容について記録を作成するとともに、当初作成した  

「事例の概要」に、追記していく。  

（2）現地調査   

ア 児童の生活環境等を把握するために、必要に応じて検証委員による現地調査を  

実施する。   

イ 事務局は、現地調査の結果について記録を作成する。  

4 問題点・課題の抽出   

関係機関ごとのヒアリング等により、事例の事実関係が明確になった段階で、それ   

を基に、なぜ検証対象の死亡事例が発生してしまったのか、事例が発生した背景、対   

応方法、関係機関の連携、組織上の問題、その他の問題点・課題を抽出する。  

この作業を徹底して行うことが、その後の具体的な提言につながることから、特に   

時間をかけて検討を行うともに、検討に当たっては、客観的な事実、データに基づき、   

建設的な議論を行うことが期待される。  

5 提言  
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事例が発生した背景、対応方法、関係機関の連携、組織上の問題等、抽出された問  

題点・課題を踏まえ、その解決に向けて実行可能性を勘案しつつ、具体的な対策を提  

言する。  

6 報告書（問題点・課題の抽出以降並行作業）  
（1）報告書の作成  

ア 報告書の骨子について検討する。   

イ 報告書に盛り込むべき下記内容例を参考に、それまでの検証組織における審議  

結果を踏まえ報告書の素案を作成する。盛り込むべき内容例として鱒、次のもの  

が考えられる。  

・ 検証の目的  

・ 検証の方法  

・ 事例の概要  

・ 明らかとなった問題点・課題  

問題点・課題に対する提案（提言）   
・ 

・ 会議開催経過  

・ 検証組織の委員名簿  

・ 参考資料  

り 検証組織において、報告書の内容を検討、精査する。  

エ 検証組織は報告書を都道府県に提出する。  

（2）公表  

事務局は報告書を公表するとともに、厚生労働省に報告書を提出する。  

児童虐待による死亡事例の検証を行うことは、その後の児童虐待防止対策に密接  

に関連するものであり、児童虐待防止法第4条において国及び地方公共団体の検証   

に係る責務が規定されたことから、検証結果は公表されるべきであるが、公表に当  

たっては、個人が特定される情報は削除する等、プライバシー 保護について十分配  

慮する。  

（3）報告書の提言を受けて  

事務局は、報告書の提言を受けて、速やかに、具体的な措置を講じるとともに、   

講じた措置及びその実施状況について検証組織（都道府県児童福祉審議会）に報告  

する。  
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別添  

【参 考】検証の進め方の例  

検証は、下記の図のような流れで実施する  

［二車重コ  ●関係機関から事例に関する情報収集、概要資料作成  

●現行の児童相談体制等検証に必要な関係資料作成  

○検証の日的の確認  

○検証の方法、スケジュールの確認  

○事例の概要把握  ［二重垂コ  

○児童相談所、市町村その他の関係機関や関係者からのヒアリ   

ング  

○現地調査（ヒアリングを現地で行う場合を含む）   

●ヒアリング結果資料作成（事例の概要を詳細化）  

○問題点・課題の抽出  

○問題点・課題に対する提言の検討   

●報告書素案作成  

○報告書素案検討  

会議複数開催  

て⊂ゝ  

○報告書とりまとめ  会議最終回  

て∴‾‖・－－∴－  

●報告書の公表  

●提言を基に再発防止策の措置を講ずる  

報告書とりまと  

（注）●事務局作業  

○会議における議事内容  
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子どもを守る地域ネットワーク等の設置状況（都道府県別）  

○ 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）又は虐待防止ネットワークの都道府県別設置状況  

設置済み  都道府県数   
市町村の割合  （構成比）   

100％   
13  

（27．6％）   

80％一〉99％   
18  

（38．3％）   

60％～79％   
14  

（29．8％）   

40％・｝59％   
2  

（4，3％）   

20％～39％   
0  

（0．0％）   

0％′－19％   
0  

（0．0％）  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

北 海 道  118   65．6％   36   20．0％   154  85．6％   

青 森 県  24   60．0％   4   10．0％   28   70．0％   

岩手 県  33   94．3％   2   5．ナ％   35   100．0％   

宮城 県  23   63．9％   30．6％   34   94．4％   

秋 田 県  16   64．0％   4．0％   68．0％   

山 形 県  15   42．9％   19   54．3％   34   97．1％   

福 島 県  25   41．7％   19   31．7％   44   73．3％   

茨 城 県  35   79．5％   3   6．8％   38   86．4％   

栃木 県  30   96．8％   0   0．0％   30   96．8％   

群 馬 県  13   34，2％   28．9％   24   63．2％   

埼玉 県  65   92．9％   5   7．1％   70  100．0％   

千葉 県  30   53．6％   24   42．9％   54   96．4％   

東京都  39   62．9％   9   14，5％   48   77．4％   

神奈川県  32   97．0％   3．0％   33   100．0％   

新潟 県  16   45．7％   9   25．7％   25   71．4％   

富 山 県  12   80．0％   0   0．0％   12   80．0％   

石 川 県  19   100．0％   0   0．0％   19  100．0％   

福 井 県  13   76．5％   4   23．5％   17   100．0％   

山 梨 県  24   85．7％   3   10．7％   27   96．4％   

長野 県  36   44．4％   13   16．0％   49   60．5％   

岐阜 県  42   100．0％   0   0．0％   42   100．0％   

静 岡 県  19   45．2％   19   45．2％   38   90．5％   

愛 知 県  62   98．4％   1．6％   63   100．0％   

三 重 県  23   79．3％   6   20．7％   29   100．0％  

要保護児童対策  虐待防止  

地域協議会  ネットワーク  
全体  

数   ％   数   ％   数   ％   

滋 賀 県   42．3％   15  57．7％   26  100．0％   

京都府   5  19．2％   13  50．0％   18  69．2％   

大 阪府   40  93．0％   2   4．7％   42  97，7％   

兵庫 県   39  95．1％   2   4．9％   41  100．0％   

奈 良 県   19  48．7％   9  23．1％   28  71．8％   

和歌山県   18  60．0％   5  16．7％   23  76．7％   
鳥 取 県   15  78．9％   4  21．1％   19  100．0％   

島 根 県   20  95．2％   4．8％   21  100．0％   

岡 山 県   21  77．8％   3  11．1％   24  88．9％   

広 島 県   19  82．6％   3  13．0％   22  95．7％   

山 口 県   18  81．8％   0   0．0％   18  81．8％   

徳島 県   16  66．7％   6  25．0％   22  91．7％   

香 川 県   7  41．2％   7  41．2％   14  82．4％   

愛 媛 県   15  75．0％   5．0％   16  80．0％   

高 知 県   12  34．3％   31．4％   23  65．7％   

福 岡 県   25  37．9％   13  19．7％   38  57．6％   

佐 賀 県   47．8％   4  17．4％   15  65．2％   

長 崎 県   16  、69．6％   6  26．1％   22  95，7％   

熊本 県   33  68．8％   14  29．2％   47  97．9％   

大 分 県   16  88．9％   2  11，1％   18  100．0％   

宮 崎 県   15  50．0％   2   6．7％   17  56．7％   

鹿児島県   22  44，9％   9  18．4％   31  63．3％   

沖 縄 県   16  39．0％   26．8％   27  65．9％   

全   国  1，193  65，3％   343  18．8％  1．536  84．1％   

※ 平成19年4月1日現在   
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子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（案）  

（次世代育成支援対策交付金）  

（丑趣  

市町村において、「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対   

策地域協議会）」（以下「地域ネットワーク」という。）の要保護児童   

対策調整機関（以下「調整機関」という。）の職員や地域ネットワー  

クの関係機関等（以下「地域ネットワーク構成員」という。）の専門   

性強化を図るとともに、地域ネットワークと訪問事業が連携を図り、   

児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応に資することを目的とする。   

②事業内容  

ア 基本事業  

・調整機関に職員を配置する市町村に対し、専門性の向上を図る取  

組を行う場合に交付する。  

（ア）職員の配置  

調整機関に、専任職員（非常勤職員等を含む）を原則として配  

置すること。  

なお、専任職員（非常勤職員を含む）は、調整機関が行う業  

務に影響のない範囲内において、業務量に関わりなく調整機関  
の業務以外の、母子、保育、障害児等を含む児童福祉分野の業  

務に携わっている者であっても差し支えないものとする。  

（イ）取組内容  

（ア）の職員の専門性の向上のため、次の取組を行う。  

a 配置職員が児童福祉司と同様の資格の任用要件を満たして  
いない場合  

・別添1のaの「児童福祉司任用資格取得のための研修（講  

習会）」を受講させる。  

b 配置職員が児童福祉司の任用要件を満たしている場合  

・別添1のbの「更に児童虐待への専門性を向上させるため  

の研修」を受講させる。   

イ 付加的事業  

アの基本事業に加えて、次の（ア）～（ウ）の取組を行う市町村に対  

して交付する。  
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（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

地域ネットワーク構成員に対し、  

a アドバイザーとして学識経験者等の専門家を招碑し、児童  
虐待対応についての共有認識と役割分担等の効果的な運営手  

法についての研修会・講習会などを開催する。  

b 地域ネットワークの個別ケース検討会議又は実務者会議に、  

アドバイザーとして学識経験者等を招き、個別ケースについ  

ての具体的な支援方法及び進行管理等についての助言・指導  

を受ける。  

他市町村の地域ネットワークと情報交換会等を開催し、効  

果的な運営手法や個別ケースについての支援方法及び進行管  

理等について充実強化を図る。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携を図る取組（別添2参照）  

地域ネットワークと訪問事業（生後4か月までの全戸訪問事業  

（こんにちは赤ちゃん事業）及び育児支援家庭訪問事業並びに母  

子保健法に基づく訪問事業をいう。）が、次のとおり連携した取  

組を行う。  

・地域ネットワークの調整機関が育児支援家庭訪問事業の中核  

機関となり、地域ネットワークによる支援内容の協議の結果  

に基づき、育児支援家庭訪問事業の実施のための進行管理や  

その他の支援に係る連絡調整を行う。  

・生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）  

又は母子保健法に基づく訪問事業により把握された支援対象  

者の中で、特に地域ネットワークによるケース対応が必要な  

家庭に対して、地域ネットワークは訪問者と協力して支援を  

行う。  

なお、生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃ  

ん事業）と母子保健法に基づく訪問事業は、各々併せて実施  

することが可能である。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組  

地域ネットワーク活動や訪問事業活動についての地域住民へ  

の周知を図るため、次の取組を行う。  

a 地域の子育て支援関係者や関係機関等を対象として、講演  
会やシンポジウムの開催を行い、地域ネットワーク活動や  

訪問事業活動についての情報発信を行う。  

b 地域ネットワーク活動や訪問事業活動についてのマニュア  

ルや援助事例集、または社会資源名簿（社会資源集）を作  

成・配布し、周知を図る。  
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③交付の条件  

ア 基本事業  

・調整機関に一定の専門性を有した職員の配置を促進する取組  

②のアの（イ）のa又はbの研修を受講した人数に応じて、1人  

あたり0．4ポイントを交付する。  

イ 付加的事業  

アの基本事業の実施を要件とし、次の（ア）～（ウ）の取組を行った  

場合に、各々ポイントを加算する。  

（ア）地域ネットワーク構成員のレベルアップを図る取組  

イの（ア）のa～Cのいずれかを実施する場合に、1市町村あた  

り3．3ポイントを交付する。  

（イ）地域ネットワークと訪問事業との連携強化を図る取組  

イの（イ）を実施する場合に、1市町村あたり3．6ポイント  
を交付する。  

（ウ）地域住民への周知を図る取組  

イの（ウ）のa、bのいずれかを実施する場合に、1市町村あたり  

3．2ポイントを交付する。  
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（別添1）  

司任用資格取得のための研修（講習会）  

○児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会   

⇒社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院が実施する   

「児童福祉司資格認定通信課程」  

○児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規定   

する厚生労働大臣が定める講習会   

⇒都道府県が実施する「児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）」  

童 

虐待への専門性を向上させるための研修  

○子どもの虹情報研修センター（日本虐待・思春期問題情報研修センター）   

が実施する研修   

・地域虐待対応アドバンス研修   

・テーマ別研修（親への支援、児童虐待に関する諸問題）  

○その他、都道府県や研修機関等が実施する児童虐待対応研修  
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（参 考）  

児童福祉司の任用資格要件及び講習会について  

・児童福祉司養成校卒業  

児童福祉司  
医師  

社会福祉士  

精神保健福祉士  

・大学卒業  

・大学院卒業  

・外国の大学卒業者  

指定施設におけ   

る実務経験  

1年  

・保健師・助産師  

・看護師  

・保育士  

・教員（専修－1種）  

・教員（2種）  

・児童指導員  

指定施設におけ   

る実務経験   

1～2年  

※資格の右側の年数は、必要な実務経験年数  

■以下の科目のうち、3科目以上  

を修めて大学を卒業  

社会福祉概論、社会福祉事業  

史、社会福祉援助技術論、社会  
福祉調査論、社会福祉施設経  

営論、社会福祉行政論、社会保  

障論、公的扶助論、児童福祉論、  
家庭福祉論、保育理論、身体障  

害者福祉論、知的障害者福祉  

論、精神障害者保健福祉論、  

老人福祉論、医療社会事業論、  

地域福祉論、法学、民法、行政  

法、経済学、社会政策、経済政  

策、心理学、社会学、教育学、  

倫理学、公衆衛生学、医学一般、  
リハビリテーション論、看護学、  

介護概論、栄養学及び家政学  

社会福祉主事として2年以上、  

児童福祉事業に従事  

そ干二  
次に掲げる期間が2年以上  

・社会福祉主事として児童福祉  

事業に従事した期間  
・児童相談所の所員として勤務  

した期間  

社会福祉主事たる資格を取得  3年以上児童福祉事業に従事  
′＝＝■■■■■■■＝  

喜【講習会】  

童 ※1児童福祉法第13条第2項第1号の厚生労働大臣が指定する講習会  
○児童福祉司認定通信課程  

（実施主体：社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学院）  

※2 児童福祉法施行規則第6条第6号から第10号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が  

定める講習会  

○都道府県が行う児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）  
■■■ ■－－■■－－－－－●－■－－－－－■■－－－●■■■■■■■■■ ■■■■■ ■ ■一■ ■●■■■ ■－■■ －■■■■ ■■■● ■一■ ■■■■l■ －■■■●■■● ●■●■ ■■●  
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指定施設の範囲  

○ 指定施設の範囲は、福祉に関する相談援助をその業務とする社会福祉士及び精神保健   
福祉士の受験資格を得るための実務経験の場として認められている施設その他厚生労働   

大臣が適当と認める施設とする（児童福祉法施行規則第5条の3）。具体的には、以下   
の施設が該当する。  

1．傭第4号の厚生 労働省令で定める施設   

○ 地域保健法の規定により設置される保健所   
○ 児童福祉法に規定する児童相談所、母子生活支援施設、児童養護施設、知的障害児施設、  

知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障  
害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター   

○ 医療法に規定する病院及び診療所   
○ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者更生相談所、身体障害者更生施設、身体障害者  

療護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者授産施設及び身体障害者福祉センター   
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神保健福祉センター及び精神障  

害者社会復帰施設   

○ 生活保護法に規定する救護施設及び更生施設   
○ 社会福祉法に規定する福祉に関する事務所   
○ 売春防止法に規定する婦人相談所及び婦人保護施設   
○ 知的障害者福祉法に規定する知的障害者更生相談所、知的障害者デイサービスセンター、  

知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的障害者通勤寮及び知的障害者福祉ホーム   
○ 老人福祉法に規定する老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、  

特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老人介護支援センター   
○ 母子及び寡婦福祉法に規定する母子福祉センター   
○ 介護保険法に規定する介護保険施設   
○ 前各号に掲げる施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設  

2．棚第4号の厚生労働省令で定める施設   

○ 精神病院   

○ 病院又は診療所（精神病床を有するもの又は精神科若しくは心療内科を広告しているも  
のに限る。）   

○ 保健所   

○ 地域保健法に規定する市町村保健センター   
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神保健福祉センター、精神障害  

者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉ホーム、精神障害者福祉工場、精  
神障害者地域生活支援センター及び精神障害者地域生活援助事業を行う施設   

○ 前五号に掲げる施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設  
3働こ準ずる施設として厚生労働大臣が認める施設   

○ 保育所   

○ 乳児院  

※ 児童福祉司の任用資格要件を満たすためには、指定施設において、福祉に関する相談等の業務に従  
事していることが必要であり、その具体的な範囲は、下記の通知によるものとするほか、別途通知す   

る・、   
①指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等  

について（昭和63年2月12日 社庶第29号）   
②精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年5月20日 障精第0520001号）  
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地域ネットワークと訪問事業との連携強化（イメージ）  

育児支援  

家庭訪問事業  

生後4か月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちゃん事業）  

要保護児童対策地域協議会  

（子どもを守る地域ネットワーク）  訪問内容  
訪問内容  

子育て支援の情報提供  

母親の不安や悩みに耳  

を傾ける  

養育環境の把握  

保護者の育児、家事  
等養育能力を向上さ  

せるための支援  

ケ
ー
ス
対
応
会
議
 
 

調整機関  

（育児支援家庭訪問事業  

中核機開）  

進行管理  

訪問者  
訪問者  

保健師・助産師・看護師、保  
育士、  
愛育班員、母子保健推進員、  
児童委員、子育て経験者等  
について、人材発掘・研修  

を行い、幅広く登用   

保健師1助産師・看護  

師・保育士等   

その他の支援  

（児童相談所による対応等）  
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児童虐待防止対策支援事業実施要綱 新旧対照表（案）  

現 行  改 正 後  

第1 目的   

近年、児童相談所における虐待相談件数の増加とともに、その相談内容  
も困難な事例が増加していることや医学的治療が必要となるケースが増え  
るなど、これまでの児童相談所の体制だけでは十分な対応ができない状況  
がある。   

また、児童相談所には市町村の相談窓口が相談窓口としての機能を充分  

果たせるよう後方支援する役割があることから、児童相談所の専門性の確  
保・向上等を図り、相談機能を強化することが求められている。  

第1 目的   

略  

このため、児童虐待防止対策支援事業は、児童相談所が地域  法
な
化
 
 

医
 
 

の
 
 

律その他の専門機関や職種の協力を得て、高度で専門的な判断が必  
るケースへの対応が可能となる体制を確保するとともに、相談機能  
し、もって子どもの福祉の向上を図ることを目的とする。   

第2 実施主体   
児童虐待防止対策支援事業の実施主体は、都道府県（指定都市、児童相  

談所設置市を含む。以下同じ。）とする。   

第3 事業内容   
下記の1～10までの事業から地域の実情に応じて選択して実施するも  

のとする。   

1 協力体制整備事業  
（1）趣旨  

都道府県は、児童相談所が、地域においてきめ細かな児童虐待防  
止等に関する活動を行うため、地域で活動する主任児童委員等に対  
し、児童虐待等に関する専門研修を行い、その修了者を地域協力員  
として登録する等の方法により地域における協力体制（ネットワー  
ク）（以下「ネットワーク」という。）を整備し、児童相談所との  
一体的な援助活動を行うとともに、地域住民に対して児童虐待防止  
等に資する広報・啓発を行い、子どもの福祉の向上を図るものであ  
る。   

第2 実施主体   

略  

第3 事業内容   

略  

1 協力体制整備事業   
略  



改 正 後  現 行  

（2）事業の内容及び実施方法  

ア 対象者  
地域で活動する主任児童委員、保育所職員、児童養護施設職員、家   

庭相談員等（以下「主任児童委員等」とする。）の子どもの保護・育   
成に熱意のある者を対象とする。  

イ 内容  

都道府県は、主任児童委員等に対し児童虐待等に関する専門研修を   
実施し、児童相談所を中心にした地域での児童虐待等の発見、通告の   
促進、調査及び在宅指導等の協力体制の整備を促進する。  

り 実施方法   

① 児童相談所長は、研修を企画し、実施するものとする。   
② 児童相談所長は、研修終了後、研修修了者と児童福祉司が円滑な   

連携を図れるよう配慮する。  
③ 児童相談所長は、講師の選定にあたって児童虐待等の専門   

係機関の職員等を招聴するなど地域の実情に応じた方法によ  

関
う
 
 
 

ー
丁
 
 

象
舛
 
 ものとする。   

④ 児童相談所長は、市区町村長からの推薦により、研修者の受付を  
行い、参加を決定した場合には市区町村長を通じ通知するものとす  

る。  
なお、主任児童委員は、原則として全員が研修を受けるものとす  

る。  
エ 人材の登録   

① 児童相談所長は、管轄地域ごとに研修修了者を地域協力員として  
登録し、児童虐待等の通告、相談、援助を円滑に進めるためのネッ   
トワークを整備する。   

② 児童相談所長は、各地域ごとに地域協力員、福祉事務所の地区担  
当者及び保健所の職員等を記載したネットワークの概要を作成し関  
係機関に配布するとともに市区町村の広報等により住民に周知を図  

る。   
③ 児童相談所長は、ネットワークを有効に活用するため、定期的に  

地域協力員との連絡会を開催し、ネットワークの充実を図るものと  

する。   
④ 定期連絡会は、原則として地域協力員及び市区町村の児童福祉担   

当者が出席するものとする。   



現 行  改 正 後  

2 カウンセリング強化事業  
（1）趣旨  

児童虐待に対する児童相談所の対応は、子どもの安全確保を最優先   
に取り組んできたところであるが、子どもの最善の利益を図るために   
は、家族の再統合を日差した積極的な指導が求められている。  

児童虐待を行う保護者は、自身の虐待を受けた体験等による心の問   
題を抱えている場合もある＿とも言われていることから、児童福祉司、   
児童心理司等による指導に加え、精神科等の医師（以下、「精神科医  

2 カウンセリング強化事業  
（1）趣旨  

児童虐待に対する児童相談所の対応は、子どもの安全確保を最優先   
に取り組んできたところであるが、子どもの最善の利益を図るために   

は、家族の再統合を目差した積極的な指導が求められている。  
児童虐待を行う保護者は、自身の虐待を受けた体験等による心の問   

題を抱えている場合もあると言われていることから、児童福祉司、   
児童心理司等による指導に加え、精神科等の医師や臨床心理士等（以  

等」という。）の協力を得て、虐待を受けたまたはそのおそれのある   下、「精神科医等」という。）の協力を得て、虐待を受けた又はその   
子どもや保護者等の家族に対する指導を行うものであり、もって、子   
どもの福祉の向上に資するものである。  

（2）事業内容  

ア 本事業は、児童相談所が児童虐待問題に関して熱意を有する精神科   
医等の協力を得て実施するものである。  

なお、児童相談所は、地域の実情を踏まえた上で、精神科医等と契  

おそれのある子どもや保護者等の家族に対する指導を行うものであ   
り、もって、子どもの福祉の向上に資するものである。  

（2）事業内容  

ア 本事業は、児童相談所が児童虐待問題に関して熱意を有する精神科   
医等の協力を得て実施するものである。  

なお、児童相談所は、地域の実情を踏まえた上で、精神科医等と契  

約を締結して実施すること  約の締結や申し合わせを交わす等により実施すること  

さらに、家族療法事業を実施する場合には、F記イに加え、りの条   
件を付加すること。  

イ 精神科医等の役割は、以下の通りとする。  
（ア） 児童相談所が児童虐待の相談を受理した際、必要に応じ医学的  

診断を行うものとする。  
（イ） 児童相談所の援助方針会議において、必要に応じ保護者に関す  

る援助方針について、助言を行うものとする。  
（ウ） 援助方針会議で保護者に対する心理療法が決定した場合、心理  

療法を担当する職員に対し適宜助言を行うとともに、必要に応じ  
保護者に対するカウンセリング等を行うものとする。  

ウ 家族療法事業  
（ア） 本事業における家族療法とは、特定の治療法を意味するもので  

はなく、虐待を受けたまたはそのおそれのある子どもや家族に対  
して、家族再統合や家族の養育機能の再生・強化に向けた取り組  
みを意味するものであり、個別ケースの状況や児童相談所の体制  
等の実情に応じて行うこと。  

（イ） 児童相談所と地域の医療機関（精神科医、小児科医等）や専門  
機関（有識者等）が協働して、子ども及び保護者の治療計画（プ  
ログラム）を作成し実施すること。   

イ～り 略  
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（ウ） 実施期間は6月以上、1年未満を一つの目安とする。  
（エ） 当事業を実施するにあたって、実施児童相談所の正規職員を充  

てる場合、これに代わる非常勤職員等を配置する場合についても、  
事業の対象とする。なお、その場合の非常勤職員が有する資格に  
ついては、9の「24時間・365日体制強化事業」（3）に記  
載の任用資格が必要であること。  

（オ） 事業終了後は、報告書、マニュアル（ガイドライン）等を作成  

の上、関係機関に配布し、活用を図ること。   

（3）留意事項   

ア 本事業を円滑に実施するには、子ども、保護者の状態の変化に即し   
た対応が必要である。そのためには、児童相談所と担当する精神科医   
等とが情報交換を密にし、情報の共有化を図り、効果的な対応の確保   
に努めること。   

イ 本事業を実施するに際し、個人情報の保護には十分留意すること。   

3 医療的機能強化事業  
（1）趣旨  

都道府県は、児童相談所では対応しきれない医学的判断・治療が必   

要となるケースについて迅速かつ適切に対応するため、地域の医療機  

（3） 略  

3 医療的機能強化事業  
（1）趣旨  

都道府県は、児童相談所では対応しきれない医学的判断・治療が必   

要となるケースについて迅速かつ適切に対応するため、地域の医療機  

関を協力医療機関に指定し、専  門的技術的助言又は医学的知見   関を協力病院に指定し  専門的技術的助言又は医学的知見の観点から   
から心身の治療の必要性を判断することにより、児童相談所の医療的   
機能を強化するものである。  

（2）事業内容  

① 対象者  
この事業の対象者は、児童相談所で相談を受理した子ども（一時保   

護中の子ども等を含む）及び保護者で、児童植談所長が協力医療機関  

心身の治療の必要性を判断することにより、児童相談所の医療的機能   

を強化するものである。  
（2）事業内容  

① 対象者  
この事業の対象者は、児童相談所で相談を受理した子ども（一時保   

護中の子ども等を含む）及び保護者で、児童相談所長が医療機関から   
からの専門的技術的助言又は心身の治療が必要と  判断した者  卿は心身の治療が必要と判断した者とする。  

② 実施方法  
とする。  

（訝 実施方法   

ア 都道府県は、地域の医療機関を協力医療機関に指定し、契約の締  ア 都道府県は、地域の医療機関を協力病  院に指定し、契約を締結し   
結や申し合わせを交わす等によ  り実施するものとする。  塞適すをものとする。  

イ 協力病院は、当該対象者に対して的確に診断し、専門的技術的助  イ 協力医療機関は、当該対象者に対して的確に診断  し、専門的技術  
的助言又は心身の治療の必要性を判断するものとする。  言又は心身の治療の必要性を判断するものとする。   
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4 法的対応機能強化事業  
（1）趣旨  

児童相談所が単独で援助を行う場合、保護者からの反発や暴力を受け   
ることや保護者とトラブルになることも多く、子どもの安全な身柄保護   
やそれ以降の継続援助が極めて困難になるため、弁護士による司法的な  

4 法的対応機能強化事業  
（1）趣旨  

児童相談所が単独で援助を行う場合、保護者からの反発や暴力を受け   
ることや保護者とトラブルになることも多く、子どもの安全な身柄保護   

やそれ以降の継続援助が極めて困難になるため、弁護士、警察官OB等   
脚を得ることにより、児童相談所の援助を円滑   
に行うことができるものとする。  

（2）事業内容   

① 本事業は、児童相談所が児童虐待問題等に関して熱意を有する弁護  
士等の協力を得て実施するものである。   

② 弁護士等の役割は、次に掲げるいずれカ咄子うものとする。  
ア 児童相談所が児童虐待等の相談を受理した際、必要に応じて法的  

対応に関する助言や関係者との調整を行うものとする。  
イ 法的申立を行うなど、司法的対応が必要となる場合には、保護者  

等、家庭裁判所及び関係機関との調整を行うものとする。または、  

調整や援助を得ることにより、児童相談所の援助を円滑に行うことがで  

きるものとする。  

（2）事業内容  

① 本事業は、児童相談所が児童虐待問題等に関して熱意を有する弁護   
士等の協力を得て実施するものである。  

② 弁護士等の役割は、以下の通りとする。  
ア 児童相談所が児童虐待等の相談を受理した際、必要に応じて法的   

対応に関する助言や関係者との調整を行うものとする。  
イ 法的申立を行うなど、司法的対応が必要となる場合には、保護者   

等、家庭裁判所及び関係機関との調整を行うものとする。  
臨検又は捜索に係る許可状の請求等に当たって、その円滑な請求等  
が可能となるよう助言等を行うものとする。  

5 スーパーバイズ ・権利擁護機能強化事業  

（1）趣旨  

児童相談所におけるスーパーバイザー （専門的助言者）の体制の充   

実を図るとともに、子どもの権利擁護に関する意識を高めることが求   
められている。このため、高度な専門性をもった学就経験者や実務経   
験者からの援助を受けることにより、児童相談所におけるスーパーバ   

5 スーパーバイズ・権利擁護機能強化事業  

（1）趣旨  
児童相談所におけるスーパーバイザー（専門的助言者）の体制の充  

実を図るとともに、子どもの権利擁護に関する意識を高めることが求   

められている。このため、高度な専門性をもった学識経験者や警察官  

OB等の実務経験者からの援助を受けることにより、児童相談所にお   
イズ・権利擁護機能を強化するものである。  

（2）事業内容  

① 本事業は、児童相談所が児童相談業務に関する専門的知識を有する   

学識経験者等の協力を得て実施するものである。  

けるスーパーバイズ・権利擁護機能を強化するものである。  

（2）事業内容  

① 本事業は、児童相談所が児童相談業務に関する専門的知識を有する   

学識経験者等の協力を得て実施するものである。  
② 学識経験者等の役割は、次に掲げるいずれかの業務を行うものとす  ② 学識経験者等の役割は  以下の通りとする。  

皇旦 

＿ ア 多問題家族、施設内虐待など高度な専門的対応や組織的な対応が   
必要となるケースについて、その家族及び施設入所中の子ども（一  

ア 多問題家族、施設内虐待など高度な専門的対応や組織的な対応が   
必要となるケースについて、その家族及び施設入所甲の子ども上二   
時保護中の子どもを含む。）に対し、専門的技術的助言・指導等を  時保護中の子どもを含む。）等に対し、専門的技術的助言・指導等  
行うものとする。   を行うものとする。主潮係る許可状の請求等に当  

たって、その円滑な請求等が可能となるよう助言等を行うものとす  

る。  
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イ 施設における援助状況の実態把握・評価や施設援助のあり方等に   イ 施設における援助状況の実態把握・評価や施設援助のあり方等に   

対する専門的技術的助言・指導等を行うものとする。また、施設に   対する専門的技術的助言・指導等を行うものとする。また、施設に   
おける第三者評価事業と連携することにより、入所者の援助の向上   おける第三者評価事業と連携することにより、入所者の援助の向上   
等を図るものとする。   等を図るものとする。   

ウ 問題が複雑で援助方針や自立支援計画を立てるために専門的判断   ウ 問題が複雑で援助方針や自立支援計画を立てるために専門的判断   
などが必要なケース等に対して専門的技術的助言・指導等を行うも   などが必要なケース等に対して専門的技術的助言・指導等を行うも   
のとする。   のとする。   

エ 虐待等による子どもの死亡事例を未然に防くとともに、子どもの   エ 虐待等による子どもの死亡事例を未然に防くとともに、子どもの   
権利擁護に関する意識を高めるため、処遇困難事例における会議や   権利擁護に関する意識を高めるため、処遇困難事例における会議や   
死亡事例検証委員会等を開催するにあたっては、専門的技術的助言   死亡事例検証委員会等を開催するにあたっては、専門的技術的助言   
・指導等を行うものとする。   ・指導等を行うものとする。   

6 専門性強化事業   6 専門性強化事業   
（1）趣旨   （1）趣旨   

地域における児童虐待問題等に関連の深い医師、保健師、ケースワ   地域における児童虐待問題等に関連の深い医師、保健師、ケースワ   
ーカーなど専門家の養成を念頭に、実践的な研修を実施するとともに、   ーカーなど専門家の養成を念頭に、実践的な研修を実施するとともに、   
専門的対応マニュアル・ガイドライン（以下「マニュアル等」という。）   専門的対応マニュアル・ガイドライン（以下「マニュアル等」という。）   

を作成し、関係機関に配布するなどの活用を図り、対応職員の専門性   を作成し、関係機関に配布してその活用を図り、対応職員の専門性の   
の向上に努めるものとする。   向上に努めるものとする。   

（2）事業内容   （2）事業内容   

① 専門家養成のための実践的な研修   ① 専門家養成のための実践的な研修   
② 研修を行う講師等の中央研修への参加派遣   ② 研修を行う講師等の中央研修への参加派遣   
③ マニュアル等の作成（改定含む）・配布   ③ マニュアル等の作成・配布   

（3）実施方法   （3）実施方法   
① 専門家養成のための実践的な研修は、原則として年2回以上実施   ① 専門家養成のための実践的な研修は、原則として年2回以上実施   

すること。   すること。   
② マニュアル等の作成等は、児童虐待問題等に関する実務経験者及   （ヨ マニュアル等の作成は、児童虐待問題等に関する実務経験者及び   

び学識経験者等を委員とする作成委員会を設置し行うこと。なお、   学識経験者を委員とする作成委員会を設置し行うこと。なお、委員   
委員の選定にあたっては、相談実務に精通した者等を含むこと。   の選定にあたっては、相談実務に精通した者等を含むこと。   

③ 作成委員会は、相談業務の実情を十分に調査した上で、企画、立   ③ 作成委員会は、相談業務の実情を十分に調査した上で、企画、立   
案し、作成等を行うこと。   案を行った上で作成すること。   

④ マニュアル等は、作成した後も必要に応じて内容を更新すること。   ④ マニュアル等は、作成した後も必要柱応じて内容を更新すること。   

（4）留意事項   （4）留意事項   

マニュアル等の作成等にあたっては、児童自立支援計画研究会作   マニュアル等の作成にあたっては、児童自立支援計画研究会作成   
成の「子ども自立支援計画ガイドライン」を材料として活用する等、   の「子ども自立支援計画ガイドライン」を材料として活用する等、   
必要に応じて適宜作成されたい。   必要に応じて適宜作成されたい。   

⊥
N
A
－
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7 一時保護機能強化事業  
（1）趣旨  

現在、一時保護所においては、都市部を中心とした満杯状態の問題  
と同時に、様々な異なる背景を有する子どもが同一の空間において援   
助されている混合援助の問題、さらには長期化する一時保護中の子ど   
もの教育の保障などの問題等が地域を問わず発生しており大きな課題   
となっている。そのため、地域の医療機関にあってもこうした虐待等   

の支援を要する子どもの問題に直面する機会も増えている。  
このため、都道府県は、こうした医療機関からの要請を受けて、虐   

待を受けた子ども等に適切に対応する医療機関（以下「協力医療機関」  

7 一時保護機能強化事業  
（1）趣旨  

現在、一時保護所においては、都市部を中心とした満杯状態の問題  
と同時に、様々な異なる背景を有する子どもが同一の空間において援   
助されている混合援助の問題、さらには長期化する一時保護中の子ど   
もの教育の保障などの問題等が地域を問わず発生しており大きな課題  
となっている。そのため、地域の医療機関にあってもこうした虐待等   

の支援を要する子どもの問題に直面する機会も増えている。  
このため、都道府県は、こうした医療機関からの要請を受けて、虐   

待を受けた子ども等に適切に対応する病院（以下「協力病院」という。）  
という。）を確保することや  時保護所が有する行動観察や短期入  を確保するとともに、一時保護所が有する行動観察や短期入所指導の  
所指導の機能を充実・強化するため、実務経験者である児童指導員O  
B、教員OB、卿時保護対  

応協力員を配置し、的確な心身の状態把握・評価（アセスメント）を  
行い、一時保護中の子どもに適切な教育、医療的・心理的支援などを  

機能を充実・強化するため、実務経験者である児童指導員OBや教員  

OBなどによる一時保護対応協力員を配置し、的確な実態把握・評価  
（アセスメント）を行い、子どもに適切な支援、教育、心理治療を実  

盤上ゝ 
を図るものである。  実施することにより  子どもの健全育成の推進や一時保護所が抱えて   

いる問題の改善を図るものである   

（2）事業内容  

① 協力医療機関の確保  
（2）事業内容  

① 協力病院の確保  
② 一時保護対応協力員の配置  
（3）実施方法  

① 都道府県は、協力医療機関に対して、虐郷   
時保護や一時保護所等での保護が困難な疾病等を有する乳幼児又は疾  

② 一時保護対応協力員の配置  
（3）実施方法  

① 都道府県は、協力病院に対して、虐待等に適切に対応できる医療体  

制の強化を図り、地域における緊急一時保護に対し積極的に協力を求  

病等を有するおそれのある乳幼児等に適切に対応でき  る医療体制の強  めることとする  

化等を図り、地域における緊急一時保護に対し積極的に協力を求める   

こととする。  

② 協力医療機関は、児童虐待に関する事例検討委員会等を実施するな   
どにより、児童虐待の理解に努めることとする。  

② 協力病院は、児童虐待に関する事例検討委員会等を実施し、児童虐   
待の理解に努めることとする。  

③ 一時保護対応協力員は、一時保護所に置き、所長の監督を受け、迭   
の業務を行うものである。ただし、必要に応じ委託一時保護先に派遣  

③ 一時保護対応協力員は、一時保護所に置き、所長の監督を受け、迭   

に掲げるいずれかの業務を行うものである。また、必要に応じ委託一  
時保護先に派遣することもできる。  
ア 個々の保護している子どもについての的確なアセスメントが行え   

るよう児童指導員等を補助する。  
イ 個々の保護している子どもの学力に応じた学習指導を行うものと   

する。  

することもできる。  
ア 個々の保護している子どもについての的確なアセスメントが行え   

るよう児童指導員等を補助する。  
イ 個々の保護している子どもの学力に応じた学習指導を行うものと   

する。   
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ウ 心的外傷のある子どもに対する心理治療を行うものとする。  

エ 夜間休日体制等の充実を図り、混合援助などからくる子どもの間   

でのトラブルなどの軽減や即時対応体制の強化を図ることとする。  

ウ 心的外傷のある子どもに対する心理治療を行うものとする。  

エ 夜間休日体制等の充実を図り、混合援助などからくる子どもの間   

でのトラブルなどの軽減や即時対応体制の弓削ヒを図ることとする。  
オ 疾病や障害を有する  乳幼児等に対する保健・医  療面への対応  

（4）一時保護対応協力員の任用資格  

一時保護対応協力員は、次のいずれかに該当する者の中から任用  

するものとする。  
① 児童指導員として児童福祉事業に従事した経験を有する者  

② 教員として従事した経験を有する者  

③ 児童福祉司として従事した経験を有する者  

④ 児童心理司として従事した経験を有する者  

⑤ 保健師として母子保健事業に従事した経験を有する者  

⑥ 保育士として子ども及び保護者の指導に従事した経験を有  

する者  

⑦ 児童福祉事業に熱意があって、前各事項に掲げると同等以  
上の能力を有すると認められる者  

（5）留意事項   

① 様々な異なる背景を有する子どもが入所する一時保護所での対応  

は、専門性を備えた職員が対応することが原則であることから、任  
用に当たっては、資格、経験、人柄等を十分勘案すること。   

② 職務を遂行するに当たっては、個人の身上に関する秘密を守らな  
ければならないこと。   

8 市町村及び民間団体との連携強化事業  
（1）趣旨   

都道府県（児童相談所）は、安保護性の高い困難事例に対応していく   
とともに、住民に身近な市町村における相談体制の整備や民間団休との   
連携の強化を図っていくことが必要である。   
そのため、市町村に対する後方支援の観点から、児童相談所の持ってい   
る相談対応や情報提供の援助技術等を市町村に伝播するとともに、NP   
O法人等の民間団体を活用した取組みを行うものとする。  

（2）事業内容   

① 市町村及び要保護児童対策地域協議会への支援  

・児童相談所は、児童相談業務に関し実務経験のある児童相談所  
OB職員などを市町村又は要保護児童対策地域協議会に派遣・配   

8 市町村及び民間団体との連携強化事業   
略  
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置して、児童相談所が有する援助技術等の提供を図るものとする。  
・ 児童相談所は、市町村に対し、安保護児童対策地域協議会の運  
営手法や好事例などを講習会等において伝達するほか、市町村が  
実施する先駆的な取組みに関する支援等を実施することにより、  
市町村における相談体制の充実を図るものとする。   

（∋ 民間団体との連携  

都道府県は、NPO法人等の民間団体と連携し、子どもたち本  
人からの電話相談等への対応、職員の研修、保護者指導、家族再  

統合の取組み等を実施する。   

9 24時間・365日体制強化事業  
（1）趣旨   

児童相談所は、新たに児童相談に関する役割を担う市町村を後方支援   

することを踏まえ、夜間休日を問わず、いつでも相談に応じられる体制   
の整備を図るものである。  

（2）事業内容   

① 各児童相談所に、24時間・365日体制対応協力員を配置する。   
② 24時間体制強化については、児童相談所が各々の通常の開所時  

間外の時間帯に、365日体制強化については、児童相談所が閉所  
している祝休日に、相談援助技術を有した児童相談所OB職員また  
は民間団体やボランティア活動を通じ相談援助活動経験のある非常  

9 24時間・365日体制強化事業  
（1）趣旨   

児童相談所は、新たに児童相談に関する役割を担う市町村を後方支援   

することを踏まえ、夜間休日を問わず、いつでも相談に応じられる体制   
の整備を図るものである。  

（2）事業内容   

① 各児童相談所に、24時間・365日体制対応協力員を配置する。   
② 24時間体制強化については、児童相談所が各々の通常の開所時  

間外の時間帯に、365日体制強化については、児童相談所が閉所  
している祝休日に、相談援助技術や相談援助活動経験のある児童相  
談所OB職員、警察官OB等の非常勤職員等を配置し、随時直接相  
談に応じられる体制を図るものとする。  

③ また、②に掲げる時間帯または祝休日に、児童相談所の職員を充  
てた場合の、平日の時間帯における②に定める非常勤職員等を配置  

する場合の体制強化についても対象とする。  

（3）、（4）  
略  

勤職員等を配置し、随時直接相談に応じられる体制を図るものとす  

る。  
（∋ また、②に掲げる時間帯または祝休日に、児童相談所の職員を充  

てた場合の、平目の時間帯における②に定める非常勤職員等を配置  

する場合の体制強化についても対象とする。  
（3）24時間・365日体制対応協力員の任用資格  

協力員は、次のいずれかに該当する者の中から任用するものとす  

る。  
（D 児童指導員として児童福祉事業に従事した経験を有する者  
② 教員として従事した経験を有する者  
③ 児童福祉司として従事した経験を有する者  
④ 児童心理司として従事した経験を有する者  

⑤ 保健師として母子保健事業に従事した経験を有する者  
⑥ 保育士として児竜及び保護者の指導に従事した経験を有す  

る者   



現 行  改 正 後  

⑦ 児童福祉事業に熱意があって、前各事項に掲げると同等以  
上の能力を有すると認められる者  

（4）留意事項  

① 勤務時間が深夜から早朝になるなど、変則勤務が生じること  
から、労働関係法規に留意すること。  

② 職務を遂行するに当たっては、個人の身上に関する秘密を  
守らなければならない。   

10 児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）  

（1）趣旨  

児童福祉法の改正により、保健師等の新たな職種も児童福祉司の任   

10 児童福祉司任用資格取得のための研修（講習会）  

（1）趣旨  

児童福祉法の改正により、保健師・保育土等の新たな職種も児童福   

用資格に加えられたことから、都道府県が実施主体となり、児童福祉   
司の任用資格取得のための研修（講習会）を実施するもの。  

（2）事業内容  

保健師等に対する、児童福祉法施行規則第6条第6号から第10  

祉司の任用資格に加えられたことから、都道府県が実施主体となり、   
児童福祉司の任用資格取得のための研修（講習会）を実施するもの。  

（2）事業内容  

保健師・保育土等に対する、児童福祉法施行規則第6条第6号か  
号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が定める研修（講習会）   

（3）実施基準   

① 実施主体は都道府県又は都道府県からの委託を受けた社会福祉法  
人等。   

ら第10号及び同条第13号に規定する厚生労働大臣が定める研修  
（講習会）  

（3）実施基準   

① 実施主体は都道府県又は都道府県からの委託を受けた社会福祉法  

人等。   
② 受講の対象者は、都道府県及び市町村の職員（要保護児童対策調  

整機関（以下「調整機関」という。）の嘩異を令む）   

塾 講義及び演習により行うもの。   
堕 修業年限は概ね3月以内。  

（4）研修（講習会）の内容   

研修（講習会）の内容は、以下に定めるもの以上とすること。  
【講義科目】  

児童福祉論、児童相談所運営論、養護原理、障害者福祉論、社会福   
祉援助技術論、児童虐待援助論  

【演習科目】  

社会福祉援助技術演習、児童虐待援助演習   
※ なお、市町村の職員も受講対象者であることから、研修（講習会）  

② 講義及び演習により行うもの。   

③ 修業年限は概ね3月以内。  
（4）研修（講習会）の内容   

研修（講習会）の内容は、以下に定めるもの以上とすること。  
【講義科目】  

児童福祉論、児童相談所運営論、養護原理、障害者福祉論、社会福   

祉援助技術論、児童虐待援助論  
【演習科目】  

社会福祉援助技術演習、児童虐待援助演習   

の内容には市町村の安保護児童対策地域協議会の運営等を含めた市   

町印幽  

（5）留意事項  

研修（講習会）の実施に当たっては、市町村に対し研修開催の周  





座頭   
一時保護施設等緊急整備計画の策定について（案）  

児童相談所の一時保護施設については、虐待を受けた子どもの保護が増加してき  

ており、恒常的に定員を超過して保護している一時保護施設が見られるほか、幼児  

と中高生あるいは被虐待児と非行児を同一環境でケアするような事態が生じてい  

る。   

このような定員不足状態は早急に改善する必要があることから、定員不足等の状  

態にある一時保護施設を有する自治体に対しては、ハード交付金（次世代育成支援  

対策施設整備交付金）の積極的な活用も含め、遅くとも平成21年度までに定員不  

足状態を解消するための改善計画「一時保護施設等緊急整備計画（以下、「緊急整  

備計画」という。）」の策定を、昨年度に引き続き求めるものとする。  

1．緊急整備計画の策定の対象となる自治体  

平成19年1月～12月末までの問で、一時保護施設の定員を超えて一時保護を  

行った日数が1日以上の一時保護施設を有する自治体  

2．緊急整備計画の策定を行う自治体への特例措置  

（1）緊急整備計画に基づ＜各自治体における施設整備については、ハード交付金（次  

世代育成支援対策施設整備交付金）の取扱いに閲し、優先的に取扱う。  

（2）緊急整備計画を策定した自治体については、緊急整備計画期間中、次の特例措置  

を認める（「児童福祉法による児童入所措置費等国庫負担金について（交付要綱）」  

の第7に基づく特例措置）  

児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設、障害児施設において、最低基準に照らし、  

施設・設備に余紹がある場合には、認可定員を超えての一時保護委託児童の受け入れを認  

める。また、その場合の事務費についても、日割りで支弁を行う。  

（児童保護費等負担金（入所施設措置費））  

（3）定員を超えて一時保護を行った日数が60日以上の一時保護施設を有する自治体   

については、下記の①施設整備補助、②事業費補助について、緊急整備計画の策定  

を条件とする  

① 一時保護施設整備の補助（ハード交付金）  

② 児童虐待・DV対策等補助金のうち「一時保護機能強化事業」「24時間・  

365日体制強化事業」の2事業  

3．緊急整備計画の策定・提出期限  

平成20年3月末日  

－130－   



‾車中  

平 成 20 年 度  

要保護児童対策模範事業表彰の実施について（案）  

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長表彰）  

1 目的  

各自治体における、児童虐待、非行などの要保護児童対策の一層の向上を図るた   

め、児童相談所及び市町村関係機関（要保護児童対策地域協議会又はその橋成機関を   

いう）の行う取組が、先駆的・独創的であり、かつ、他の児童相談所や市町村関係機   

関の模範となるような取組を行う団体について表彰を行い、もって児童相談所や市町   

村における要保護児童対策の向上を園るものである。  

2 表彰対象  

児童相談所（中央児童相談所）部門  

児童相談所（地域児童相談所）部門  

市町村関係機関部門  

それぞれについて、若干数  

3 表彰基準  

以下の①′～③全てに該当している児童相談所又は市町村関係機関のうら、各都道府   

県・指定都市・児童相談所設置市より推薦された団体・機関から、厚生労働省におい  

て選考  

① 平成18年度に開始された、または平成19年度に開始された、先駆的、独創  

的な取組であること  

※ 先駆的、独創的な取組の例については、別添を参照  

※ 「平成18年度に開始された取組」も対象としているのは、②の実績及  

び効果が、取組終了後直らに表現（評価）できない取細もあると考えられ  

ることから、対象とする  

② ①の取組の「実績」及び「効果」が、数値等で表現（評価）できること  

※ 数値的表現（評価）については、別添2を参照  

③ 次に定める要件の全てを満たしていること  

【児童相談所部門の場合】  

・虐待通告があった際の安全確認を行う時間ルールを「48時間以内」と  

－13卜   



定めていること   

児童福祉法等に定める児童福祉司の配置標準や、児童相談所運営指針に定  

めるスーパーバイザーの配置標準を満たしていること  

【市町村関係機関部門の場合】   

平成20年4月1日現在において、要保護児童対策地域協議会を設置して  

いる市町村であること。   

平成20年1月以降、実務者会議又は個別ケース検討会議が開かれている  

こと。  

4 被表彰団体の推薦  

推薦にあたっては、各都道府県・指定都市・児童相談所設置市は、児童相談所（中  

央児童相談所）部門、児童相談所（地域児童相談所）部門、市町村関係機関部門そ  

れぞれ各1団体（又は機関）を上限として選定し、後日、正式に送付する様式によ  

り、推薦調書を作成し、平成20年4月末日までに、厚生労働省雇用均等・児童家  

庭局総務課に提出すること。  

なお、当該表彰は取組の数を表彰するものではなく、取組の内容を表彰するもの  

であるため、各団体（又は機関）が推薦する取組の数については、1機関1つの取  

組を上限とする。  

5 表彰式  

表彰式は、平成20年6月下旬（予定）に厚生労働省で開催される「全国児童相  

談所長会議」において、表彰式を行う予定。  

また、表彰された取組については、同所長会議において御紹介いただ＜予定。  
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別 添  

先駆的、独創的な甘又組とは  

（児童相談所の場合）  

性的虐待、心理的虐待に関する取組   

・ 家族再統合に関する取組   

・ 非行相談に関する取組   

・ 管内市町村の支援に関する取組   

・市町村（要保護児童対策地域協議会）と児童相談所の連携に関する取組   

・警察や教育委員会等の関係機関との連携に関する取組  など  

について創意工夫がなされ、他の自治体の模範となるような取組をいう  

（市町村関係機関の場合）   

・虐待防止機運の醸成に向けた取組  

生後4か月までの全戸訪問事業（こんにらは赤らやん事業）や育児支援家  

庭訪問事業に関する取組  

市町村の児童家庭相談に関する体制や運営（夜間・休日相談など）に関す  

る取組  

要保護児童対策地域協議会の運営に関する取組  

教育委員会、警察、民生児童委員、医療機関等の関係機関との連携に関す  

る取組  など  

について創意工夫がなされ、他の自治体の模範となるような取組をいう  

－133－   



別 添 2  

平成19年度の表彰団体と取組  

1児童相談所  1 児童相談所部門   

大阪府中央子ども家庭センター非行ワーキンググループ   

○ 取組・・ 非行相談に関する取組（性加害児童への援助手法の確立）   

○ 実績・・性暴力相談ガイドラインの策定（平成19年3月）  

・平成19年度（7月末時点）  

アセスメント実施 34件  

（施設入所事例7件、在宅事例27件）   

性暴力を行った子どもは、他者に対して暴力行為を行ったという事実   

を重く受け止める必要がある一方、実際には、その手ども自身が、過去   

に不適切な養育環境におかれていたり、暴力を受けていた経過がある場   

合も少なくないとの認識から、児童福祉に携わる者として、性暴力の相   

談においても適切な介入や援助を行うことができるよう、性暴力に着目   

したアセスメントの万策や対応方法についてまとめた指針（刀イドライ   

ン）を本年3月に作成した。  

ガイドライン作成後の効果としては、①継続指導中の児童においては、   

自らの加害行為の改善に向けて動機付けが明確になり、内省が出てきて   

いる事例がある等再発防止への効果 ②今まで非常に理解が困難であっ   

た性加害児童のアセスメントができることにより、指導のポイントが明   

確になり、本児童相談所のみならず、府内各児童相談所や施設職員の   

スキルアップにつながった。  
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2 市町村関係機関部門・・・1機関  

東京都世田谷区子ども部子ども家庭支援課児童虐待対策支援チーム、世田谷区  

各総合支所子ども家庭支援センター  

○ 取組・・ 虐待の発生予防から再発防止までの支援体制に関する取組  

（被虐待児への学生ボランティア派遣事業）  

○ 実績  平成18年12月～派遣開始。  

11ケース延べ77匝I  平成18年度実績   

平成19年度（7月末時点） 17ケース延べ56回  

事業実方割こよる効果として、  

① 家庭内の状況把握が可能となり、支援が可能となった   

（従来の行政による支援に対し拒否的であった家庭が、学習（学生）  

という切り口での支援に対して受け入れ、閉鎖的であった家庭内  

の状況が把握でき、介入・支援が可能となった） ＝ 11件  

② 被虐待児について対人関係の改善が見られるようになった  

（行政職員と比べ「学生」という、子どもの年齢に近い善が支援を  

行うことにより、子ども本人の心理的ハードルが緩和され、話し  

やすい関係を持てるようになったことにより「自分の感情コント  

ロールができるようになった」「本音力汚舌せるようになった」な   

どの、対人関係の改善が見られるようになった） ＝ 6件  
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平成20年度 国の実施する児童家庭相談に携わる職員の研修等 ＜実施機関・対象者所属別＞  

都道府県・政令指定都市・児童相談所設置市職員  

子どもの虹   ・児童相談所長研修＜前期・後期〉＜60人＞   、虐待対応アドバンス研修＜80人×4回＞   

情幸嗣刑多センター   ・児童相談所児童福祉司スーパーバイザー研修＜80人＞  （秋田・岐早・茨城・宮崎）  

・児童相談所児童心理司スー／トパイザー研修＜80人＞  

・児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修＜80  

・医師専門研修＜30人＞  

・治療機関・施設専門研修＜80人＞  

・地域虐待対応研修指導者養成研修＜60人×2  回＞（グループA・グループB）  

・テーマ別研修（親への支援）＜80人＞  

・テーマ別研修（児童虐待に関する諸問題）＜  80人＞   

国立武蔵野学院   ・児童相談所一時保護所指導者研修＜30人×2回＞   

（第1グループ・第2グループ）  

・里親対応関係機関職員研修＜30人＞  

・思春期問題対応関係機関職員研修＜30人＞  

国立保健医療科学院  ・児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修＜80人＞  

・児童虐待防止研修（  保健師等対象※注1）   

全国社会福祉協議会   ・児童福祉司任用資格認定講  習会＜200人＞   

中央福祉学院   （通信教育・スクーリ、  ング5日間）   

基宣は新設  

※注1受講鄭各：保健所及び市町村等において母子保健業務、精神保健福祉業務等に従事している中堅保健師、助産師（実務経験5年以上）。児童相談所に勤務する保健師等。  

ただし、虐待事例への支援経験を肯することが望ましい。   



幸‾中古  

平成20年度 児童家庭相談に携わる職員を対象とした研修等一覧  

名   対象者区分   日 程   実 施 機 関   開催地  

修  新任児童相談所長   4月24日～25日   子どもの虹   
静岡県熱海市  

（1泊2日宿泊）   情報石別宴センター  

児童相談所・情緒障害児短  
朋治療施設・医療機関等で  5月20日′）21［］   子どもの虹   
児童虐待に携わる医師  （1泊2日宿泊）   情報研修センター   

神戸市  

児芸相蘭所・要保護児量対策地域  
指導者研修   協議会書局聖機関及びこれらを所管  

する本庁の時貞等で、研修講師・  
子どもの虹  

企画立案担当予定者等の都道府  
6月3日′）6日（4日間）  

情報研修センター   
横浜市  

県・政令市から推薦を受けた者  
保健所及び市町村等において母子  
1呆僅差務、精神保健福祉業務等に  
従事している中堅保健師、助産師  
（実務結重責5年以上）の万。児童  

相談所に勤務する保偲師等．ただ  
し、虐待事例への支援繹験を育す  
ることが望ましい。   

祉司  
指導的立鳳こある  

児童福祉司  子どもの虫エ  
研修  7月1日′）4日（4日間）  

情報研修センター   
横浜市   

スーパーバイザー  

児墓相言炎所・要保護児童対策地1或  
指導者研修   協談合調整孝農聞及びこれらを所管  子どもの虹  

する本庁の職員等で、研修講師・ 企画立案担当予定者等の都道府  横浜市   

県・政令市から推薦を受けた壱   

理司  指導的立場にある  
児童心理司  子どもの虹  

研修  8月26日～29日（4日間）    情幸郎刑蒙センター   横浜市   
スーパーバイザー  

ハンス研修  要保護児要対策地1或協議会調整機  
関の職員等で、さらに専門的な別  子どもの虹  
識・実務を学ほうとする壱   情報研修センター   

秋田県  

修  子どもの虹  
新任児童相談所長  10月22日～24日（3日間）    情報研修センター   横浜市   

児童相談所・情緒障害児  

門研修  短期治療施設・小児精神 科医療施設等で子どもや  横浜市   

家族の5台療に携わる職員   

童福祉司・  中堅児童福祉司  

修  
中堅児童心理司  11月19日′～21巨l（3日間）  国立保健医療科学院  埼玉県和光市   

（児童柑㍑所経験3年以上5年以下）  

ハンス研修  要保護児童対策地i或協議会喜周聖機 関の職員等で、さらに専門的な知 害 子どもの虹  
獣・実抹を学ぽうとする者   情幸郎刑多センター   

岐阜県   

ハンス研修  要保吉事児要対策地1或協議会調整機  子どもの虹  
関の職員等で、さらに専門的な知 識・実技を学ぽうとする者  12月4日～5日（2日間）  情報研修センター   

茨城県   

児童相談所等  
職員研修  翌親対応担当職員等   12月8日′）10日（3日間）   国立武蔵野学院  さいたま市   

護所  

ブルー・プ）   

一時保護所職員で  
1月14日～16日（3日間）   国立武蔵野学院  さいたま市   指導的立場にある者  

ハンス研修  要保喜毒児童斉］策地1或協議会喜局聖機  子どもの虹  
関の職員等で、さらに専門的な知 識・実務を学ぽうとする者  1月15日′～16日（2日間）    情報石刑宴センター   宮崎県   

童福祉司・  中堅児童福祉司  
中堅児童心理司  

子どもの虹  
修  〔児董相談所招脹3年以上5年以下）   

2月3日～6日（4日間）  
情報研修センター   

横浜市   

護所  一時保護所職員で  

クルーープ）  f旨導的立場にある者   2月4日～6日（3日間）   国立武蔵野学院  さいたま市   

係機関職員   思春期問題  
対応関係機関職員   2月16日′～18日（3［］間）   国立武蔵野学院  さいたま市   

この問題に関わる  
子どもの虹  

への支援）   専門職で各所属機関で  3月4日′～6日（3日間）  
情報石刑彦センター   

横浜市   
指導的立場にある者  

この問題に関才つる  
子どもの虹  

る諸問題）   専門職で各所属機関で f旨導的立場にある書  3月11日′）13日（3日間）    情報研修センター   
横浜市   

都道府県、政令指定都市、児墓相  
言炎所設置市の脱臭及び児蔓福祉法  
案10条箋1頓に頒定する業務に携  4月1日から1年間   全国社会福祉協議会   神奈川県  

格認定講習－     才つる市町村の職員で、学校教育〉云 莞52真による4年制大学を卒業  中央福祉学院   三浦郡葉山町   
した音叉は平成20年3月に卒業  
見込みの者  

研 修  

児童相談所長研  

医師専門研修  

地上或虐待対応研修  
（グループA）  

児童虐待防止研修  

児童相談所児童福  
スーパーバイザー  

地Ⅰ或虐待対応研修  
（グループB）  

児童相談所児童心  
スーパーバイザー  

地域虐待対応アド  
（秋田県）  

児童相談所長研 （後期）  

治療機関・施設等  

児童相談所中堅児  
児童心理司合同研  

地工或虐待対応アド （岐阜県）  

地域虐待対応アド （茨城県）  

里親対応関係機関  

児童相談所一時保  
指導者研修（舅1  

地域虐待対応アド （宮崎県）  

児童相談所中堅児  
児童心理司合同研  

児童相談所一時保  
指導者研修（第2  

思春期問題対応関 研修  

テーマ別研修（親  

テーマ別研修  
（児童虐待に閲す  

児童福祉司任用資   
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座頭  

○ 平成20年慶 子どもの虹情報研修センター 虐待対応研修一覧（実施月別）  

研 修 名   受  講 対 象   実施時期   定 員   

20年  新任児童相談所長   
4月24日（木）  

4月   ～25日（金）   

児童相談所・情緒障害児短期  児童相談所・情緒障害児短期治療施設・医療機関  5月20日（火）   

5月  30名  

専門研修【宿泊研嘲 ㊨   

6月  地域虐待対応研修指導者   児童相談所・要保護児童対策地域協議会調整機関  6月3日（火）   

養成研修   及びこれら所管する本庁の職員等で、都道府県・政  ～6日（金）  

（グループA） ㊨  令市から研修講師・企画立案担当予定者等として受  
60名  

講の推薦を受けた者   

児童相談所児童福祉司スー  児童相談所で指導的立場にある児童福祉司（スー  7月1日（火）   

パーパイザー研修   バーバイザー）で、児童福祉司経験5年以上の者   ～4日（金）  
80名  

地域虐待対応研修指導者   児童相談所・要保護児童対策地域協議会調整機関  7月15日（火）   

7月  及びこれら所管する本庁の職員等で、都道府県・政   ～18日（金）  

（グループB） ㊨  令市から研修講師・企画立案担当予定者等として受  60名  

講の推薦を受けた者  

大学生・大学院生児童虐待  児童虐待に関JL、のある大学生・大学院生   7月29日（火）  

MDT（多分野横断チーム）  ～30日（水）   80名   

研修  

8月  児童相談所児童心理司   児童相談所で指導的立場にある児童心理司（スー  8月26日（火）   

スーパーバイザー研修 ㊨  バーバイザー）で、児童相談所経験5年以上の者   ～29日（金）   80孝，  

地域虐待対応アドバンス   要保護児童対策地域協議会の調整機関の職員等  9月18日（木）   

9月  ㊨  で、さらに専門的な知識・実務を学ぼうとする者   ～19日（金）  80名  

情緒障害児短期治療施設   情緒障害児短期治療施設で指導的立場にある主  9月24日（水）   

職員指導者研修  ㊨  任心理士、主任指導員、主任保育士等   ～26日（金）   30名  

児童養護施設職員指導者   児童養護施設で指導的立場にある主任指導員・個  10月7日（火）   

10月  別対応職員・主任保育士・家庭支援専門相談員等   ～10日（金）  80名  

児童相談所長研修＜後期＞   同研修く前期＞に参加した児童相談所長   10月22日（水）  

～24日（金）   

治療機関・施設専門研修   児童相談所、情緒障害児短期治療施設、小児精神  11月11日（火）   

科医療施設等で子どもや家族の治療に携わる職員   ～14日（金）  80名  

11月                 公開講座   子どもの虐待防止等に関心のある方  11月14日（金）  150名  

※治療機関・施設専門研修の最終日に実施  

地域虐待対応アドバンス   要保護児童対策地域協議会の調整機関の職員等  11月27日（木）   

研修（岐阜県）  ㊨  で、さらに専門的な知識・実務を学ぼうとする者   ～28日（金）   
80名．  

地域虐待対応アドバンス   要保護児童対策地域協議会の調整機関の職員等  12月4日（木）   

研修（茨城県）  ㊨  で、さらに専門的な知識・実務を学ぼうとする者   ～5日（金）  80名  

12月                      児童福祉施設指導者合同   乳児院や児童養護施設等の児童福祉施設で指導  12月17日（水）   

研修   自勺立場にある主任指導員、主任保育士、家庭支援専  
80名  

門相談員、個別対応職員等で、施設経験5年以上の  

者   
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二  要保護児童対策地域協議会の調整機関の職員等  1月15日（木）   

）  ㊨  で、さらに専門的な知識・実務を学ぼうとする者   ～16日（金）   80名  

き   乳児院で指導的立場にある主任保育士・家庭支援  1月27日（火）   

専門相談員等   ～30日（金）   60名  

［  

弓  理司で、児童相談所経験3年以上5年以下の者   ～6日（金）   80名   

ノ  

生活支援施設等の心理担当職員   ～20日（金）  80名  

この問題に関わる専門職で、各所属機関等で指導的  3 月 4日（水）   

）  立場にある者   ～6日（金）   80名  

この問題に関わる専門職で、各所属機関等で指導的  3 月11日（水）   

戸   ～13日（金）   80名  

月  年3か所   各 30  

職員   （随時実施）   名程度   

耳  

㊨  を継続的に学びたい者   
数名  

地域虐待対応  

21年  

1月  

児童相談所  

2月     司・児童心理  

児童福祉施設  

合同研修   

テーマ別研修  

3月  （親への支援  

テーマ別研修  

ひ巳量虐待に   

随時  児童福祉施設  

研修  

児童福祉関係  

（Wbb研修）   
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奉行二   
都道府県等からの追加質疑に対する回答  

この質疑回答集は、全国児童福祉主管課長・児童相談所長合同会議（平成19年11月1日  
開催）後、都道府県等から追加で提出いただいた質問事項に対する回答である。  

※ 質問事項の表記はほぼ原文のママ  

1．児童虐待防止法関係  

番号   質問事項   回答   

（1）  出頭要求の対象となる事例の判断につ  

いて  

出頭要求の対象事例を「児童虐待が   児童虐待の防止等に関する法律（以  
行われているおそれがあると認めると  下「法」という。）第8条の2第1項  

き」としているが、具体的にはどのよ  に規定する「児童虐待が行われている  

うな事例を想定しているか。現場では  おそれがある」と認められる場合には、  

保護者が様々な理由をつけて子どもの  出頭要求を行うことは可能である。  

登校を禁止していると思われる事例も   なお、この「児童虐待が行われてい  
「虐待のおそれがある」として対応し  るおそれがあると認められる場合」に  

ている。このような登校禁止事例に対  ついては、現行法第9条の要件と同じ  
しても、出頭要求が適用されると判断  
してよいか。  

［東京都］   

（2）  出頭要求に保護者のみが応じた場合の  

扱い  

出頭要求は、保護者に対し、児童を  貴見のとおりである。   
同伴して出頭することを求めるが、同  

伴すべき児童を同伴せずに保護者のみ  

が出頭した場合、出頭要求に応じない  

ものとして取り扱ってよいか。  

［東京都］  

（3）  保護者への出頭要求（第8条の2関係）  
について  

「児童相談所の家庭訪問等によって   児童相談所が、市町村や学校の協力  
も長期間児童の姿を確認できない事  を待つつ児童の安全確認をしようとし  

例」と示されていますが、この「家庭  ても確認できない事例を想定してい  

訪問等」の「等」には市町村・学校な  

どの関係機関による確認を含むと解す  

るが、如何か。   

［北海道］   

（4）  出頭要求における代理出頭の是非  

保護者がやむをえない理由により出   代理の場合、出頭要求に応じたもの  
頭を求める日時に出頭できない場合、  とすることは認められない。  

速やかに児童の安全確認を行うため   ただし、速やかな児童の安全確認を  
に、祖父母、叔父（伯父）・叔母（伯  行う観点からは、まずご指摘のような  
母）、兄弟姉妹などが児童を同伴して  対応を図ることは適切であると考えら   
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番号   質問事項   回答  

出頭することは可能か。  れる。   

［東京都］  

（5）  出頭要求及び再出頭要求に係る警察署  
長に対する援助要請について  

「質問事項と回答（案）」（15）にお   出頭要求、再出頭要求については、  
いて、出頭要求、再出頭要求について  法第10条の援助要請の対象とはならな  
は警察への援助要請の対象とはされて  い。  

いないところであるが、出頭要求及び   なお、万一、出頭要求の文書交付の  

再出頭要求の告知文書の交付にあた  際などに、保護者等から危害が加えら  

り、職員に危害が及ぶことが考えられ  れるなど具体的な危険性がある場合  

る場合、援助要請を行うことができる  

よう再考されたい。  

［東京都］  

出頭要求、再出頭要求における警察へ  

の援助要請について（要望）  

問答によれば、出頭要求、再出頭要  

求は警察への援助要請の対象とされて  

いないとのこと。  

保護者が不在か居留守を使っている  

場合は問題は発生しにくいが、保護者  

が児童相談所の職員に面と向かって対  

応する場合は、文書を交付する段階な  
どで不穏な行動に及ぶ可能性があるこ  

とから、必要な場合は援助要請の対象  

として取り扱って欲しいこと。  

［岩手県］   

出頭要求警察への援助要請  
合同会議資料「質問事項と回答（案）」  

の質問（15）の回答において「出頭要  
求、再出頭要求については、援助要請  

の対象とはされていない」とあるが、  

出頭要求書の交付の際、当該事案の過  

去の経緯から児童相談所職員に対する  

妨害、危険行為が予想される場合、ど  

のように対処すればよいかご教示いた  

だきたい。  

［大阪府］   

（6）  臨検又は捜索に係る許可状の請求が却  
下された場合の対応について  

出頭要求を受けた保護者又は立入調   許可状の却下については、裁判官に  
査を受けた保護者が再出頭要求に応じ  おいて、許可状発付の要件を審査し、  

ないことから、裁判所に臨検又は捜索  その上で、例えば、請求がその方法に  

の許可状の請求を行ったものの、却下  著しく違反している場合、請求に理由   

－14卜   



番号  質問事項  回答  

された場合は、請求書並びに添付資料  がないと認められる場合等個別の理由  

の加筆・修正により再修正すればこと  により却下することとなるため、一  
が足りるのか。改めて、出頭要求～立  概に加筆・修正すればこと足りるとい  

入調査～再出頭要求の手順が必要とな  う性質のものではない。また、裁判官  

るのかこ   から許可状請求を却下されたことをも  

［岩手県］  って、改めて出頭要求から手続を行わ  
なければならないことはない。   

（7）  出頭要求（第8条の2関係）の困難と  

認められる場合について  

1－（3）に示す、出頭困難理由の   「やむを得ない理由」が提示された  

「やむを得ない理由」については、個  場合の取扱いについては、個別に判断  
別具体的に検討するものと理解してい  していただかざるを得ないと考えてい  

るが、検討の目安としたいので該当理  る。いずれにせよ、その判断に当たっ  

由を例示されたい。   ては、速やかに安全確認を行う必要性  

また、当該保護者が「やむを得ない  

理由」を提示した場合においても、速  

やかにその後の子どもの安全確認につ  

いて、当該保護者から別の日時や方法  

が示されない場合については、「やむ  

を得ない理由」を提示した場合でも、  

出頭要求を拒否したものとみなして差  

し支えないか（原則、やむを得ない理  

由は認められないと考えても差し支え  
ないか）。  

［北海道］   

（8）  出頭要求（出頭）  

合同会議資料「質問事項と回答（案）」  回答（7）に同じ。   
の質問（3）の回答において、『出頭  
を求める日時は少なくとも告知日の翌  

日以降である必要がある』との考え方  

が示されているが、児童の保護のため  

に速やかな臨検が要求される事案の再  

出頭要求については指定した期日に出  

頭しない場合は、理由のいかんにかか  

わらず「保護者が出頭に応じない」と  

取扱ってよろしいか  

［大阪府］  

（9）  出頭要求（完遂要件）  

出頭要求の文書交付について、長期   貴見のとおりである。  
間不在であることが明確である客観的   なお、電話連絡や玄関先での呼びか  
状況にある場合を除き、郵便受箱等の  けのほか、告知書が含まれている旨を  
適当な箇所に差し入れると示されてい  封筒に記載することも手法としてあり  

る。この際あわせて電話連絡や玄関先  
での呼びかけを行うことになっている   
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番号   質問事項   回答  

が、これらに対しても全く応  

答がない場合であっても出頭要求は完  

遂したと解釈してよろしいか   

［大阪府］  

（10）  許可状を請求できる裁判所について  

（要望）  

ガイドラインによれば、臨検又は捜   臨検又は捜索（以下「臨検等」とい  
索の許可状については、児童の住所又  う。）を行う際の臨検・捜索許可状の  
は居所の所在地を管轄する裁判所に請  請求先となる裁判所については、法上、  

求することとされている。   児童の住所又は居所を管轄する裁判所  

しかしながら、遠隔地に児童の居所  

があり、その居所の管轄裁判所も遠隔  
にある場合は、迅速な請求が難しいこ  

とも想定されるので、児童相談所の所  

在地を管轄する裁判所に対しても請求  

できるようにして欲しいこと。  

［岩手県］   

（11）  裁判官に対する許可状の請求について  

法務局関係は、平日定時しか文書を   最高裁判所事務総局に対しては、速  
受け付けないようだが、時間外対応は  やかに、夜間、休日の許可状請求窓口  

可能なのか。裁判所では、平日／休日／  等についても明示するよう要望してい  
夜間の対応が分かれると聞いたが、実  

際はどうなのか（時間外の対応につい  

ても明示して欲しい）。   

［石川県］   

（12）  臨検（許可状請求の際の資料）  

臨検の許可状請求の際に必要な近隣   ご指摘のような請求もあり得る。  

住民等の聞き取り調書については必須   ただし、個別の事案によるものの、  
か。近隣住民の調書がとれない場合、  聞き取り調書は児童虐待の疑いがある  

市町村、関係機関からの調書及び児童  ことを証明するのに有効な資料であ  

相談所における児童記録だけで請求す  り、可能な限り添付することとされた  

ることは可能か   い。  

［大阪府］   なお、聞き取り調書については、既  

に近隣住民等の発言等を聴取している  

場合、改めて供述を求める趣旨のもの  

ではなく、それまでの発言等を調書に  

記載することで足り、また、この調書  

については証明力の観点から、近隣住  

民の署名押印がなされることが望まし  

いが、これがないことをもって資料か  

ら排斥されるものではないと解してい  

る。   
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番号   質問事項   回答   

（13）  臨検等の許可状について  

①執行しなかった許可状は裁判所に   執行しなかった許可状は裁判所に返  
返還するのか。また、執行した許可  還することとなる。また、執行した許  

状は児童相談所で保管するのか。   可状は児童相談所において保管するこ  

② 特に有効期間を00日と請求しな  ととなる。  
ければ、有効期間は7日となるのか。   有効期間を過ぎるなど失効した場合  

また、万一、7日の有効期間が過ぎ  は、許可状を返還した上、再請求とな  
た場合には、再請求する必要がある  る。  

のか。   有効期間については、早急な児童の  

③ 7日を超えることが予想される場  安全確認、安全確保の観点から、7日  
合には、有効期間について併せ七請  間の有効期間内で行われることが原則  

求する必要があるとされているが、  と考えているが、特にやむを得ない事  

その期間に制限はないのか。   情等により、必要があると認められる  

④ はいかいする保護者であり、いっ  場合、 許可状の再請求を行うことがで  
在宅しているか予測がつかない場合  きる。  

は、許可状の有効期間をどのように   最高裁判所事務総局に対しては、速  
設定すればいいか。   やかに、夜間、休日の許可状請求窓口  

⑤ 許可状の発行について、土日対応  等についても明示するよう要望してい  

ということは想定しているか。  るところである。  

［東京都］  

請求書の有効期間について  

失効した場合、再請求となるのか。  

［石川県］  

臨検・捜索の請求書（第9条の3第1  

項第1号関係）様式等について  
4－（3）－②において、許可状の有  

効期間について、「7日を超える有効  

期間を必要とする場合」と示されてい  

るが、7日を超える事例を例示された  

い。  

［北海道］   

（14）  臨検・捜索について  

①身分証明書の提示について   公務執行妨害罪等の要件をみたすと  

相手が証書を破棄又は奪った場   認められるならば、行為者の刑事責任  

合、執行妨害で告発できるのか。  を問い得る。   

②臨検・捜索時の実力行使について  

児相職員が被害に遭えば、別の告  

発ができる、ということか。   

［石川県］  

（15）  捜索範囲  

捜索は人の発見を目的として捜し出   児童の発見後に「捜索」のために調  

すこととあるが、児童を発見した後も、  査を行うことは困難と考える。ただし、  
児童の生活状況等を確認するため、未  「臨検」について許可された場合、法   
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質問事項   回答   

していない部屋、さらには押入  第9条の3第2項の規定により、都道   
ス等について捜索を行うことは  

D  調査質問をすることができるとされて  

［東京都］   このため、児童の安全確認又は  

安全確保の観点から必要があれば、児  

童を発見した後も、児童の生活状況等  

を確認することは可能であると考え  

る。  

ただし、臨検・捜索許可状は、児童  

の安全確認又は安全確保を目的とする  

ものであることから、例えば、施錠さ  

れている金庫の解錠など、これらの目  

的に照らし必要性がない行為は認めら  

れないと考えられる。   

り調査の実施について  

1項の立入調査において、鍵（チ   今回導入された臨検等は、法第9条   

）を開けないために児童の安全  第1項の立入調査を実施したにもかか   
できない場合、児童の危険度が  わらず頑なに立入りを拒否されるよう   

も、警察等の対応に移行するの  なケースについて、例外的に行われる   

く、→再請求→臨検の手続きに  ことが想定されており、まずは、法第   

か。   9条第1項による立入調査を実効的に   
［佐賀県］  行うことにより、児童の安全確認又は  

安全確保が行われるように努められた  

い。  

この場合において、警察の関与は、  

現行どおり、児童の生命、身体に危害  

が切迫し、あるいは現に危害が加えら  

れているような場合には、警察官職務  

執行法等に基づく対応が可能である。  

また、正当な理由なく立入調査を拒  

否したと認められるときは、原則とし  

て、速やかに、再出頭要求の手続に移  

行されたい。  

なお、特に立入調査の拒否の態様や  

それまでの経緯等も勘案し、当該保護  

者の行為が悪質であると認められる場  

合には、当該保護者について管轄警察  

署に告発することも検討すべきであ  

る。   

り調査の実施について  

があって急を要する場合、立入   臨検等の手続を迅速に行うために   
拒まれたら臨検、捜索の手続き  は、許可状の請求書及びこれに添付す   

ことになるが、これには相当の  る資料を円滑に提出することが必要で   

要することが予想され、身柄の  あり、このためには、   

番号  

だ捜索し  

やタンス  

可能か。   

（16）  立ち入り  

9条1  

ェーン）  

確認がで  

高くても  

ではなく  

なるのか   

（17）  立ち入り  

通告が  

調査を拒  

をするこ  

日数を要   
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番号   質問事項   回答  

安全確認等が迅速に行えないことが懸  ・ 児童記録票はもとより、立入調査  

念される。   といった各段階での報告書等の作成  

［佐賀県］   など、記録を適切に行っておくこと  
請求に至るまでに、これを見据え  

て必要な資料を適宜収集すること  

請求の際に弁護士等の専門家や警  

察官OBによる助言等を得ることが  

できる体制を整えておくこと  

などが求められると考えている。これ  

らの体制整備については、「児童虐待  

防止対策支援事業」の法的対応機能強  

化事業、24時間365日体制強化事業等  
の積極的な活用を図られたい。  

なお、法第8条の2の出頭要求は、  
あくまでも安全確認の選択肢の一つで  

あることから、緊急の事例等の場合、  

直ちに法第9条第1項の立入調査を行  
うことも可能である。  

また、臨検等は、平成19年11月1日  
付けガイドライン素案4（1）に記述  
しているとおり、法第9条第1項の立  
入調査を実施したにもかかわらず頑な  

に立入を拒否する様なケースについて  

例外的に行うことが想定されるもので  

あり、迅速な安全確認が要請されてい  

る状況にあるところ、まずは、立入調  

査を実効的に行うことにより児童の安  

全確認が行われるよう努められたい。   

（18）  臨検等への責任者の立会い  

臨検又は捜索をするときに、同居親   法的に義務づけられているものでは  
族等が立ち会う場合であっても、地方  ないことから、「適切」としている。  

公共団体の職員の立会いが適切とある   各都道府県等ごとに、市町村等と協  
が、法ではこの立会いは規定されてい  議、調整いただき、ご指摘のような運  

ないため、「適切」との記載では判断  

が難しい。同居親族等の立会いがあっ  

ても職員を立ち会わせることとするよ  

う、明確にしていただきたい。   

［東京都］   

ある。これらの者を立ち会わせること  

ができないときは地方公共団体の職員  

を立ち会わせるとしているがこれらの   
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番号  

者の如何に  

を立ち会わ  

いただきた   

（19）  臨検・捜索  

臨検への  

の所有者も  
えない時は  

もの又はそ  

を立ち会わ  

ているが、  

いのか。   

（20）  臨検等の際  

① 保護者  
撮影等が  

② 虐待の  

程度にお  

るが、具  

とみなさ  

発見場所  
別の部屋  
確認でき  

て撮影等   

（21）  立入調査時  

告発の疎  

実施状況に  
画像の記録  

オ撮影は相  

談機関との  

測される。  
記録を「必  

だきたい。  

また、出頭  

いて、写真  

際、保護者  
表示を示さ  
すべきか併   

質問事項   回答   

l何によらず地方公共団体の職員  

．会わせることと運用上明示して  

：きたい。   

［愛知県］  

捜索等について  

：への責任者の立ち会いで、居所   ご質問の趣旨が不明確であるが、「隣   
■者もしくは同居の親族が立ち会  人」については、文字どおり隣の人に   

時は、その隣人で成年に達した  限定するという趣旨ではなく、近所に   

まその他の地方公共団体の職員  居住する人という程度でよいと解す   

会わせなければならないとされ  る。ただし、立会いの趣旨は、臨検等   

が、隣人の立ち会いに問題はな  

○   れを受ける側の権利を保護することに   

［佐賀県］  あることから、こうした趣旨の立会い  

を担うことができる者である必要があ  

ると考える。   

の際の写真撮影等  

護者が写真撮影等を拒否しても   児童の安全確認（児童虐待に係る事   
等が可能か。   実確認）や手続の適法性を担保する観   
待の状況を記録するため必要な  点からの必要性が認められる範囲内   

において写真撮影等が可能とあ  で、これを行うことは可能と考える。   

、具体的にはどの程度まで可能   なお、ご質問の②のような場合、－   

なされるのか。例えば、児童の  般的には写真撮影は可能と考えられ   

場所等なら問題ないと思うが、  

部屋や風呂場等も虐待の状況が  
できれば許可状の許容範囲とし  

影等が可能なのか。   

［東京都］   

査時のビデオ等記録  

の疎明資料として『立入調査の   現行の児童相談所運営指針の趣旨を   

況に係るビデオ等による音声や  変更するものではなく、ビデオに限ら   
記録』とあるが、調査時のビデ  ず、写真でも可能であるが、ビデオに   

は相手にとって圧力を与え、相  よる録画が立入拒否行為を明確に疎明   

との関係を悪化させることも予  できることから、その活用に配意され   

る。疎明資料としてどのような  たい。   

「必須」とするのかお示しいた   指針においてお示ししている資料   
い。   は、通常提出すべきと考えられるもの   

出頭要求、立入調査、臨検にお  を記載したものであり、「必須」の資   

写真、ビデオによる記録を行う  料という位置づけではないが、何らか   

護者等から撮影の不同意の意思  保護者の拒否時の態様等、立入調査を   

示された場合はどのように対応  拒否した事実が疎明できる資料を準備   

か併せてお尋ねする。   することが必要である。   

［大阪府］   なお、出頭要求や立入調査、臨検等  

の際、その手続きの適法性を担保する   
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番号   質問事項   回答  

こと、児童の安全確認等のために状況  

を記録することを目的として、写真、  

ビデオにより撮影することは、たとえ  

保護者等から不同意の意思表示があっ  

ても、容認されるものと考えられる。   

（22）  臨検等を行っている間の出入り禁止の  

扱い  

臨検又は捜索をする間は、許可を受   「臨検等をする間」とは、臨検等の  

けないでその場に出入りすることを禁  開始後から終了までの間をいい、臨検  

止することができることとなっている  等の開始とは、臨検等の執行者が、処  

が、出入りの許可はいつの時点で誰が  分を受ける者又は立会人に臨検・捜索  

行うのか。また、出入りすることを禁  許可状を呈示して執行の開始を宣言し  

止する場合、どのような手立てを講ず  たときをいう。また、臨検等の終了と  

ることが必要か。   は、捜索の対象たる児童を発見し、執  

［東京都］  行者が児童の保護を行い終えた後や、  

発見すべき児童を発見できなかったこ  

とが確認され、執行者が処分を受ける  

者に執行の終了を宣言したときに終了  

する。  

なお、臨検等の執行者とは、法第9  
条の8に規定されている職員にほかな  

らない。  

また、出入り禁止の方法に制限はな  

く、一般的には、個別に口頭により禁  

止を告げたり、立札、張紙等により制  

限を行うことが考えられる。   

（23）  臨検（立入禁止の範囲）  

改正防止法第9条の8「臨検等をす   立入禁止の範囲については、具体的  
る間は何人に対しても、許可を受けな  事情に即し、許可状の目的達成に対す  

いでその場所に出入りすることを禁止  る障害を防止する目的との均衡を考慮  

することができる」とされている。こ  し、必要最小限の範囲において、許可  

の立入禁止とする「その場所」の範囲  状に記載された場所以外の一定区域に  

は、当該住居だけか、もしくは児童の  ついても必要な措置を執ることができ  

保護に万全を期すために例えば共同住  ると考えられる。  

宅の共用通路を含む等必要な範囲と考   具体的には、「執行者の出入等に必  
えるのか。   要な門前の路上や周辺の近接する場  

［大阪府］  所」、「アパートの一室を臨検・捜索  
する場合のその前の通路」などがこれ  

に含まれると考えられる。   

（24）  臨検又は捜索に当たって可能となる処  
分について  

セキュリティーのしっかりしたマン   臨検・捜索許可状については、あく  

ション等は、建物に入ることすらでき  まで保護者に対し効力を有するもので   
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質問事項   回答   

・場合がある。管理会社等に要請し  あって、アパート等の管理者に対して   

入することはできるのか。公営住  も同様の強制力を有するものではな   

場合合鍵での解錠を住宅管理者に  い。よって、当該許可状をもって、ア   

できるのか。   パート等の管理者に強制的に解錠させ   

［愛知県］  ることはできないと考えるが、許可状  

を執行する児童相談所職員等が、親族、   

：又は捜索に当たって可能となる処  管理者等に協力を求めて合鍵を借り受   

っいて（許可状の効力）   け、これを利用して解錠することは適   

ー（7）－①において、解錠するこ  法である。   

できることとされているが、許可   「錠をはずし、その他必要な処分」   

交付により、例えば、アパートや  の内容・方法も、臨検・捜索許可状の   

ションに入居している家庭の臨検  目的を達するため必要最小限にして妥   

・う際、相手が入室を拒否する場合、  当なものでなければならないことは言   

応答がない場合において、アパー   うまでもなく、最′ト限度を欠く処分の   

・管理者から合い鍵等の提供を求  結果、第三者に損害を与えた場合は、   

合い鍵を使用して入室することが  国家賠償法に基づく賠償責任を負う場   

ると考えて良いか。  合がある。   

れとも、許可状は、相手に対する  

力を有するものであり、アパート  

理者に対してまでは効力は及ばな  

考えるべきかご教示願いたい。  

［北海道］  

の際の解錠について  
ー当ケースが借家の場合、「錠を破  

することに対し、家主の確認が取  

い及び家主が係わりたくなし、と協  

得られない時、損害賠償の責を負  

とはないか。  

［千葉県］  

・捜索等について  

相の職員はあくまで普通の人なの   法第9条の7の規定により、臨検等   
そういう何の権限も訓練もない人  に際しての必要な処分は、都道府県知   

“鍵を押し切って・・・”という  事の指示によって、児童の福祉に関す   

あまりにも非現実的ではないか。  る事務に従事する職員（児童相談所職   

談所長の依頼に応じて警察が・・  員等）が行うこととされており、法律   

とならないのはなぜか。   上、警察官がこれを直接行うことはで   

［佐賀県］  きない。  

また、同条に規定されている「錠を   

又は捜索に当たって可能となる処  はずし、その他必要な処分」の内容・   

ついて   方法も、その目的を達するため必要最   

察への援助依頼の中には、解錠を  小限にして妥当なものでなければなら   

時直接警察に手伝ってもらうこと  ない。通常は、管理人、大家、親族等   

能か。   に合鍵を借りるなどの方法により解錠   

［愛知県］  することになると思われる。  

番号   質問≡  

ない場合がある。管  

て進入することはで  
宅の場合合鍵での解  

依頼できるのか。  

臨検又は捜索に当た  

分について（許可状  

4－（7）－①にお  

とができることとさ  

状の交付により、例  
マンションに入居し  

を行う際、相手が入≡  
又は応答がない場合  

トの管理者から合し  

め、合い鍵を使用し  

できると考えて良い  

それとも、許可状  

強制力を有するもの  

の管理者に対してま  

いと考えるべきかご  

臨検の際の解錠につ  
該当ケースが借毒  

壊」することに対し  

れない及び家主が係  

力が得られない時、  

うことはないか。   

（25）  臨検・捜索等につい  

児相の職員はあく  

で、そういう何の権  

が、“鍵を押し切っ  

のはあまりにも非現  

“相談所長の依頼に  

”とならないのは  

臨検又は捜索に当た  
分について  

警察への援助依頼  
する時直接警察に手  

は可能か。  
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番号   質問事項   回答  

臨検・捜索等について   なお、臨検等を行うに際しては、前  

臨検には、かなりの強制力が認めら  記「児童虐待防止対策支援事業」を活  

れているが、何の訓練も受けていない  用し、警察官OBや弁護士等の助言を  

児童相談所の職員が、極めて危険な強  得られる体制を整えておくことが適当  
制力を行使（チェーンを切る等）する  であるとともに、児童相談所職員に対  
ことに問題はないのか？→児相の告発  する研修、訓練等の措置を講ずること  

で警察が行使することは不可なのか。  
［佐賀県］   

（26）  立入調査について  

臨検又は捜索に際して、「錠をはず   臨検等の実施において、通常、修復  
す」ことが、必要処分として容認され  不可能なほどの破壊を生じる事態は想  
る場合、錠の破壊もあり得ると考えら  定しにくいが、その場合であっても、  
れている。   できる限り原状に復しておくようにす  

しかし、現場から立ち去るにあたり、  

錠の破壊された家屋をそのままにする  

のは、部外者による窃盗など二次的な  

犯罪を招く可能性もあると考えるが、  

どのような対応を考えたらよいか。   

［横浜市］   

（27）  臨検又は捜索に当たって可能となる処  
分について  

窓ガラス等を割ることも考えられる   「錠をはずし、その他必要な処分」  

がその時に相手に怪我を負わせた時の  の内容・方法も、臨検・捜索許可状の  

補償はどうなるのか。   目的を達するため必要最小限にして妥  

［愛知県］  当なものでなければならないことは言  

うまでもなく、最小限度を欠く処分の  

結果、相手方に損害を与えた場合は、  
国家賠償法に基づく賠償責任を負う場  

合がある。   

（28）  報告書等の記載例について  

法改正により、新たに、出頭要求・   現時点では、ご指摘の書類の記載例  

再出頭要求の実施報告書、立入調査の  の作成まで行うことは考えていない。  
実施報告書、臨検、捜索の実施調書、   なお、「児童虐待防止対策支援事業」  

接近禁止命令書の交付に係る報告書な  を活用し、警察官OBや弁護士等の助  
ど、作成者等の署名押印も必要となる  言を得られる体制を整えておくことが  
書類の作成が求められているが、過不  適当であると考えているが 法施行後  

足なく記録するために記載例を示して  の状況等を踏まえて、必要があれば、  

いただけないか。   具体的な事例をお示しすることなどを  

［香川県］  検討したい。   
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質問事項   回答   

会・通信制限の期間等について  

接近禁止命令は6月を超えない期間   児童相談所長は、期間を定めず制限   
定めて行うこととされているが、面  するとともに、少なくともおおむね6   
・通信制限の期間設定にあたって  か月ごとに、その必要性について検討   

、このような制限はあるのか。  することとしている。   

また、設定した期限が経過した後も、  

要な場合は再度制限を行うことがで  

るのか。   

［岩手県］  

会通信の制限について  

面会・通信の制限ができる「施設の  「施設の長」に里親は含まれない。   

」に里親は含まれるか。含まれる場  

、里父名、里母名、いずれも可能か、  

名になるか。   

［東京都］  

会・通信の制限について  

対象となる事例で、児童の保護のた   現状の面会・通信制限を行う場合と   
必要とあるが、面会時に保護者が施  変わることはない。   

職員に対して暴言を吐いたり、威圧   例えば、面会室で保護者が施設職員   
な態度で嫌がらせを行う等指導に従  へ大声で暴言を吐くなどし、それが児   

ない場合に面会の制限が可能か。   童の耳に達するような場合などで、そ   

［愛知県］  の保護者の行為を制止することが、「児  

童の保護のため必要があると認められ  

る場合」に該当するのであれば、面会  

の制限は可能であると解する。   

近禁止命令書の交付について  

保護者が住所不定で連絡が取れず、   接近禁止命令を発出するまでの手続   

命令書を郵便受箱等に差し入れ‥・」  等を考えると、ご質問のような事例で   

できない場合の取り扱いはどうなる  同命令を発出することは想定しにくい   

か。（ガイドライン素案「命令書を  が、保護者と接触するあらゆる機会を   

便受箱等に差し入れ‥・」もできな  捉えて命令書を交付することとなると   

場合を想定しています。）  考える。   

［東京都］  

会・通信制限について  

制限は不利益処分にあたることか   弁明の機会の付与が必要となると解   

、弁明の機会を与えることとされて  する。   

るが、一部制限を行った後に、「全   なお、手続については、通常の面会   

制限」を行う場合又「一部」の内容  

変更若しくは追加する場合にも弁明  

機会の付与は必要となるか。また、  

定の変更手続きについてもご教示願  

たい。   

［横浜市］   

番号   質問事項   

（29）  面会・通信制限の期間等  

接近禁止命令は6月を  

を定めて行うこととされ  

会・通信制限の期間設二  

は、このような制限はあ  

また、設定した期限が斉  

必要な場合は再度制限を  

きるのか。   

（30）  面会通信の制限について  
面会・通信の制限がで  

長」に里親は含まれるか  

合、里父名、里母名、いう  

連名になるか。   

（31）  面会・通信の制限につい  

対象となる事例で、児  

め必要とあるが、面会時  
設職員に対して暴言を吐  

的な態度で嫌がらせを行  

わない場合に面会の制限   

（32）  接近禁止命令書の交付に  

保護者が住所不定で連  

「命令書を郵便受箱等に  

もできない場合の取り扱  

のか。（ガイドライン素  

郵便受箱等に差し入れ・  

い場合を想定しています   

（33）  面会・通信制限について  

制限は不利益処分にこ  

ら、弁明の機会を与える  

いるが、一部制限を行て  

都制限」を行う場合又「  

を変更若しくは追加する  

の機会の付与は必要とな  

決定の変更手続きについ  

いたい。   
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番号   質問事項   回答   

（34）  面会・通信制限解除及び接近禁止命令  
取消について  

面会・通信制限の解除及び接近禁止  行政処分に該当する。   
命令取消は行政処分にあたるのか。   

［東京都］  

（35）  接近禁止命令関係（法第12条の4関係）  

①「当該の保護者に接近禁止命令が  ① 保護者の写真を学校内に配布する  

発せられている旨及びその内容を説   ことについては、個人情報保護の観  

明する」時に、保護者の写真を校内   点等からも困難と解する。ただし、  

（教職員等）に配布することは可能   当該学校が、要保護児童対策地域協  
か  議会の構成員である場合など、学校  

長、児童の担任教諭等と情報を共有  

することは差し支えないものと考え  

る。  

②「また、必要に応じて、市町村、      ②「児童の登下校のつきそい」につ  

児童委員等関係機関の協力も得る」   いては、個別の事例の内容によると  

ということから、児童の登下校への   思料するが、その必要性も含めて、  

つきそいについて、市町の業務（市   市町の業務として位置付けるかどう  
町の教育委員会、児童福祉主管課）   か、要保護児童対策地域協議会等の  

として位置づけることは可能か   場を活用して、各自治体において協  

［山口県］   議されたい。   

（36）  接近禁止命令発出後の警察との連携に  
ついて  

接近禁止命令を発出した後に、警察   原則として、接近禁止命令を発出す  
が当該被命令者に対して命令違反をし  る際に、児童相談所職員等が命令書を  

ないよう直接注意することができない  保護者に直接交付することとしてお  

か。   り、その内容を理解させることになる  

［香川県］  ことから、命令発出後、改めて警察官  

から直接注意する必要性はないと考え  

る。  

なお、保護者に命令書を直接交付で  

きなかった場合は、命令書を郵便受箱  

に差し入れた後においても、児童相談  

所職員等が電話等により、命令書を差  

し入れたことや命令違反をしないよう  

に注意するよう努められたい。   

（37）  接近禁止命令について  

接近禁止の発令後の児童の安全確保   都道府県知事による接近禁止命令発  
や違反認知時わ措置については、具体  令後の都道府県警察本部への連絡等に  

的な場面では警察の対応、協力が不可  ついては、平成19年11月1日付けガイ  

欠である。警察への事前協議やパトロ  ドライン素案7（7）を参照されたい。  

ール強化等だけでなく、援助要請の対   また、接近禁止命令に係る詳細な連  
象とすべきと考える。対象とならない  携のあり方にちいては、各自治体の児   
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番号   質問∃  

場合、警察への協議  

教示願いたい。  

接近禁止命令 警察  

接近禁止命令発出  

関との連携に関して  

年課との事前協議に  

ル確認を経て、都道′  

課が各所轄署に対応  

指示を降ろすという  
て確認・認知されて  

また、依頼に関す  
ないのか。例えばDV二  

令を発令したことを三  

察本部に通知する仕j  

童虐待防止法におけ  

ついては、都道府県二  

近禁止命令を発令しこ  

とを想定しているの）  

接近禁止命令 警察  

『里親等への加害1  

事例については（警ラ  

の強化等必要な措置；  

と』とあるが、他方、  
ついて通学路におけ′  

予測される場合にも∃  

の強化を要請できる－  

いか。  

また、接近禁止命令の  

どのような方法で認う  

のと考えておられる（   

（38）  接近禁止命令 聴聞三  
合同会議資料「 

質R  

（案）」の質問（1：  

て、接近禁止命令権β  

道府県知事から児童ヰ  

任をすることは想定l  

とであるが、客観性弓  

例えば、処分庁（命令  

を同一としないよう、   

質問事項   回答   

「、警察への協議、通知等について  童福祉主管局部課と都道府県警察本部   

ミ願いたい。   少年担当課の間や要保護児童対策地域   

［横浜市］  協議会等の場において協議されたい。  

警察庁においても、法改正を受けて   
巨禁止命令 警察との連携（その1）   警察職員向けのマニュアルを作成して   

き近禁止命令発出後の警察等関係機  おり、妻妾近禁止命令に係る都道府県等   

：の連携に関して、都道府県本部少  児童福祉主管局部課との連携等につい   

きとの事前協議により、一定のルー  て、都道府県警察本部から各警察署へ   

…認を経て、都道府県警察本部少年  の指示は適正になされるものと聞いて   

；各所轄署に対応協議内容について  おり、接近禁止命令違反行為を認めた   

さを降ろすということがルールとし  場合は、警察に対し110番等の通報を   
…認・認知されているのか。   行われたい。   

二た、依頼に関する文書確認は要し   なお、その際、保護者の取り違いの   
、のか。例えばDV法であれば保護命  
・発令したことを裁判所書記官が警  

二部に通知する仕組みであるが、児  

「待防止法における接近禁止命令に  

ては、都道府県が警察本部あて按  

址命令を発令した旨を通知するこ  

想定しているのか。  

［大阪府］   

禁止命令警察との連携（その2）  
’里親等への加害行為が予測される  

については（警察の）パトロ ール  

イヒ等必要な措置を依頼しておくこ  

とあるが、他方、施設入所事案に  
て通学路におけるつきまとい等が  

される場合にも警察にパトロール  

化を要請できるものとしてよろし  

⊂I  

、接近禁止命令の違反については、  

ような方法で認知・確認されるも  

考えておられるのか。  

［大阪府］   

禁止命令聴聞手続  
同会議資料「質問事項と回答   接近禁止命令の発出に当たっては、   

）」の質問（13）の回答におい  児童相談所長と都道府県知事の関係   
接近禁止命令権限については、都  は、制度上相互に牽制（相互チェック）   

県知事から児童相談所長に権限委  する位置づけであるとも考えられるこ   

することは想定していないとのこ  とから、都道府県知事の権限を児童相   

あるが、客観性を担保するため、  談所長に委任することは想定していな   

ば、処分庁（命令）と聴聞の主宰者  

一としないよう、接近禁止命令権   
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番号   質問事項   回答  

限を都道府県知事から児童相談所長に  

権限委任し、聴聞を本庁で実施するこ  

とは想定されないのか   

［大阪府］  

（39）  接近禁止■命令について  

接近禁止命令の発令には、手続等に   特別家事審判規則（昭和22年最高裁  
一定の期間が必要であるが、事案によ  規第16号）第18条の2の審判前の保全  
っては速やかな対応が必要となる。例  処分の規定が改正され、家庭裁判所が、  

えば、一時保護中の児童の場合で、①  申立てにより、ご指摘の（∋、②、③の  

面会・通信の全部制限を行い、②児童  要件があれば、保護者に対し接近禁止  

の保護のために特に必要と認められ、   （つきまとい、はいかい）の一仮処分を  
③強制施設入所（児童福祉法第28条適  命ずることができることとされる予定  
用）の「申立中」の場合、仮処分とし  

ての発令は可能か。  

［横浜市］   

（40）  児童虐待を行った保護者に対する援助  

ガイドラインの公表の方法及び運用に  

ついて  

児童虐待を行った保護者に対する援   保護者援助ガイドラインに関して  

助ガイドラインは、どのような形で都  は、雇用均等・児童家庭局総務課長通  

道府県等に周知されるか。また、ガイ  知として通知（地方自治法に基づく技  
ドラインの運用についてどのような取  

扱いにする予定か。  

［東京都］   

（41）  家庭復帰後の指導について  

児童虐待事例の家庭復帰後6ケ月間   ご質問の部分は、過去の死亡事例等  
のリスクの高さについては理解すると  において、家庭復帰後の児童相談所と  

ころであるが、先駆的に市区町村と連  市町村との連携に不備があった事例等  

携を図り、家庭復帰までの間に市区町  が報告されており、家庭復帰後の子ど  

村を中心とした地域の見守り体制を構  もと家庭の支援に関して児童相談所と  

築している事例や虐待者以外のもとに  市区町村の間で切れ目のない支援が行  

家庭復帰させる事例もある。このよう  われることが重要であることから、家  

な場合においては、児童相談所は一律  庭復帰後の対応を明確にしたものであ  

に児童福祉司指導又は継続指導を採る  る。  

のではなく、市区町村に引き継ぐこと   したがって、東京都において、市区  

も可能と解するがいかがか。   町村との連携により切れ目のない支援  

［東京都］  体制を確立されているのであれば、差  

し支えないものと考えている。   

（42）  保護者に対する援助ガイドラインにつ  

いて  

一時保護や施設入所後、保護者への   今次法改正では、児童虐待の防止に  
援助をスムーズに行うためには⊥   ついては、第一義的には児童相談所等   
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番号  

強制  

立ち会  

その  

と明確に  

か。   

（43）  保全処分  

立てにつ  

職務代  

外の親族  

が、期待  

護士の過  

護士を候  
実上困難  

にどのよ  

れるか。   

（44）  親権喪失  

としての  

代行者選  

職務代  

と」とあ  

等緊急か  

り、職務  
所長が職  

に、今匡  

年後見人  

名による  

職務代行   

質問事項   回答   

【制執行は、（児相からの依頼・  による対応を行うこととされたもので   

会いにより）警察等の機関  ある。   

の後の援助は児相  

に分けた方がよいのではない   

［佐賀県］  

分としての職務代行者選任の申  
ついて  

代行者の候補者として当事者以   職務代行者に関しては、左記のほか、   

族や弁護士等が例示されている  児童相談所長、児童福祉施設の長、医   

待すべき親族がなく、かつ、弁  師等が想定されるが、職名による職務   

過疎地域である場合などは、弁  代行者の選任は行われていないのが通   

候補者として選任することが事  
難である。このような場合、他  

ような者が候補者として想定さ  

［岩手県］   

失宣告の申立ての際の保全処分  

の親権者の職務執行停止・職務  

選任の申立て  

代行者の候補者を「記載するこ   職名による職務代行者の選任は行わ   
あるが、医療ネグレクトの場合  

かつ責任が重大であることによ  

務代行者を捜した結果児童相談  

職務代行者の候補者となる場合  

回の児童福祉法改正による未成  

人選任の際の児童相談所長の職  

る親権代行と同様、職名による  

行は可能か。  

［大阪月守］   

2 児童福祉法関係  

番号  

（45）  第28条申  

いて  

第28条  

所と全く  

る。児童  
触を試み  

合には、  

に更新の   

質問事項  

し立て更新手続の簡略化につ   

：の審判後、保護者が児童相談  

接触を絶ってしまう場合があ  

相談所はその後も保護者と接  
・るが、保護者の動きがない場  

手続きの負担を軽減するため  

手続きを省略できないか。   

子どもの福祉を考えるならば、ご質  

問のような事例は、保護者に対して児  

童福祉司指導を採り、児童福祉司指導  
に従わない場合には知事勧告を行う。  

そして、当該勧告が効果がない場合に  

は、親権喪失宣告を申立て、里親等の  
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番号   質問事項   回答  

［東京都］  永続的な措置に変更することが必要と   

i  

考える。   

3 少年法関係  

番号   質問事項   回答   

（46）  法第27粂第1項第4号の規定に三基づ  
く送敦について  

第4章第7節1（3）③に示される   被害者保護という観点は、少年法に  
「被害者保護という観点」とは、具体  おいて、 家庭裁判所の少年審判におけ  

的に何を考慮すべきなのか示された  る被害者への配慮に関する手続とし  

い。   て，①被害者等による記録の閲覧及び  

［北海道］  謄写（少年法第5条の2），②被害者  
等の申出による意見の聴取（同法第9  

条の2），③被害者等に対する審判結  
果等の通知（同法第31条の2）の制度  

を活用することが可能であるとされて  

おり、これらのことを指している。   

（47）  特別な配慮が必要な事項について  

第5章第3節3（8）において、「個   個別対応プログラムは、既存の生活  

別対応プログラムを作り対応する」と  プログラムを基に、一時保護する児童  

あるが、国において個別対応プログラ  相談所（一時保護所を含む。）の規模、  

ムの参考例等、何らかの指針を示す予  構造、職員配置、立地等を踏まえ、居  

定はないか。   室の確保、必要な面接・診断場面の設  

［北海道］  定・食事・余暇等の生活日課、各分野  

の職員の役割、個別対応する担当者等  

を組み入れたプログラムを各児童相談  

所において策定していただきたい。   

4 その他  

番号   質問事項   回答   

（48）  提言7転居ケースについて  

転居ケースの取扱いは全国児童相談   ご要望に関しては、転居ケースの管  
所長会の申し合わせのとおりとしてい  轄の取扱いについて、全国の児童相談  

るが、全国の児童相談所間での確認及  所長の総意として取り決めをなされた  

び統一性の観点から、児童相談所運営   ものであり、各自治体及び児童相談所  

指針に具体的改善策の内容（「移管」  においてその趣旨を踏まえてマニュア  

と「情報提供」の定義等）を記載する  ルを改正されることで、ご指摘の点に  

ことを検討していただきたい。   関しては達成されるもと考える。  

［東京都］   したがって、国からご要望の技術的   
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番号   質問事項   回答  

助言のための通知を発出することは考  

えていない。   

（49）  児童虐待に対して、児相と警察が横並  

びで対応する新たな制度づくりとそれ  

に伴う法整備について  

児童虐待防止法や児童福祉法の改正  回答（42）に同じ   
が積み重ねられているが、児相への権  

限一極集中の一方向のみが際だってい  

る。しかし、その方向でのみではもは  

や限界であり、児童福祉という枠組に  

加え、「犯罪行為として児童虐待を防  

止する」という警察による法的強制力  

の枠を築くべきだと考える。児童福祉  

と犯罪予防、つまり児相と警察が横並  
びで対応するシステムや法整備が必要  

であり、これにより児童虐待による死  

亡事例は格段に減り、総じて児童虐待  

対応が強力に推進されることになると  

思われるが、今後こうしたシステムづ  

くりの検討がなされるのか何いたい。  

［岐阜県］  
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